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〔基本理念〕  

 

障害のある人もない人も  

お互いの人格や個性を尊重して  

住み慣れた地域で支えあい  

選択した自分らしい生活を  

安心して継続できる社会の実現  
 

 

 

障害福祉サービスが多様化する一方で、どのサービスが自分により適したものなのか、

ライフステージに応じて障害者本人が選び、決めることの支援が一層求められます。 

また、地域共生社会の基本的な概念である「社会的包摂」の実現をめざすには、障害

のある人もない人も、生活のあり方を自ら選択・決定することができる状態である必要

があります。そのため、本計画においては、「障害のある人もない人も お互いの人格や

個性を尊重して 住み慣れた地域で支えあい 選択した自分らしい生活を 安心して継

続できる社会の実現」を基本理念に設定し、自分らしい生活を選択できる地域共生社会

の構築をめざします。 
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第１章 計画の策定にあたって 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章では、令和９年度から令和１１年度の

計画策定にあたり、障害者権利条約の批准に向

けた障害福祉の制度改革や共生社会の実現に向

けた法制度の変遷を大きく捉えるとともに、計

画策定の趣旨や計画の位置付け等の基本的な事

項を定めます。 
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１．計画策定の背景 

 

障害者施策に関する法整備等の動向は次の通りとなります。 

 

■…障害者権利条約に関する事項 ○…国内法に関する事項 

年 月 内容 

平成 18 年 12 月 
■国際連合総会において障害者権利条約が採択 

平成 20 年 5 月 
■障害者権利条約発効 

平成 23 年 ８月 
○改正障害者基本法施行 

平成 24 年 10 月 
○障害者虐待防止法施行 

平成 25 年 ４月 
○障害者総合支援法施行 

  
○障害者優先調達推進法施行 

 ６月 
○障害者差別解消法成立（施行は平成 28 年４月） 

  
○改正障害者雇用促進法成立（施行は平成 28 年４月） 

  ○成年被後見人の選挙権の回復等のための公職選挙法等の一部を改

正する法律施行 

平成 26 年 ２月 
■日本において障害者権利条約発効 

 ４月 
○改正精神保健福祉法施行 

平成 28 年 ５月 
○成年後見制度利用促進法施行 

 ８月 
○改正発達障害者支援法施行 

平成 30 年 ４月 
○改正社会福祉法施行 

 11 月 
○改正バリアフリー法施行（一部は平成 31 年 4 月施行） 
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年 月 内容 

令和元年 ６月 ○改正障害者雇用促進法成立（同年 6 月、9 月、令和 2 年 4 月で段階的

に施行） 

  
○読書バリアフリー法施行 

令和２年 ６月 
○改正バリアフリー法施行（一部は令和３年 4 月施行） 

令和３年 ４月 
○地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律施行 

 ５月 
○改正障害者差別解消法成立 

 ９月 
○医療的ケア児支援法施行 

令和４年 ５月 
○障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法施行 

 ９月 
■国連障害者権利委員会による日本政府への勧告（総括所見） 

 12 月 
○改正障害者総合支援法、障害者雇用促進法成立（令和 6 年 4 月、一部

は令和 5 年 4 月、10 月施行） 

令和６年 ４月 
〇精神保健福祉法施行（一部、令和５年４月施行） 

令和７年 ６月 
○手話施策推進法施行 

令和８年 ４月 
〇高次脳機能障害者支援法施行 

 

 

（１）障害者権利条約の批准に向けた国内法の整備等 

 

 国際連合総会において、障害者権利条約（障害者の人権や基本的自由の享有を確保

し、障害者の尊厳の尊重を促進する障害者の権利に関する条約）が平成 18 年 12 月

に採択され、平成 20 年 5 月に発効されました。 

 障害者権利条約は、日本においては、平成 26 年 1 月に批准し、同年 2 月に発効され

ました。国は障害者権利条約の批准に先立ち、障害者の意見を聴きながら、必要とな

る国内法の整備を推進してきました。 

 平成 23 年 8 月に改正障害者基本法が施行され、日常生活または社会生活において

障害者が受ける制限は、社会の在り方との関係によって生じるという障害の社会モ

デルに基づく概念や障害者権利条約における合理的配慮の概念が導入されるととも

に、平成 24 年に障害者基本計画に関する調査審議や意見具申等を行う障害者政策

委員会が設置されました。 
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 平成 24 年 10 月には、障害者虐待の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促

進し、障害者等の権利や利益を擁護することを目的に、障害者虐待防止法（障害者虐

待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律）が施行されました。 

 平成 25 年 4 月には、障害者及び障害児が、基本的人権を享有する個人としての尊

厳にふさわしい日常生活または社会生活を営むことができるよう、必要なサービス

の提供等による福祉の増進や安心して暮らすことができる地域社会の実現を図るた

め、障害者総合支援法（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律）が施行されました。令和４年１２月には改正障害者総合支援法が成立（令和 6 年

4 月、一部は令和 5 年 4 月、10 月施行）し、障害者等が希望する生活を実現させる

ため、地域生活や就労の支援強化が定められました。 

 平成 25 年 4 月には、障害者優先調達推進法（障害者就労施設等の受注の機会を確

保し、障害者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増進を図る国等による障

害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律）が施行されました。 

 障害者基本法における差別の禁止の基本原則を具体化し、障害を理由とする差別の

解消を推進することを目的とし、平成 25 年 6 月に障害者差別解消法（障害を理由と

する差別の解消の推進に関する法律）が制定され、平成 28 年 4 月に施行されまし

た。令和３年５月には、障害者差別解消法が改正され、国や自治体のみに義務化され

ていた「合理的配慮」が民間企業にも適応されることとなりました。 

 平成 25 年 6 月には、成年被後見人の選挙権の回復等のための公職選挙法等の一部

を改正する法律が施行されました。 

 平成 25 年 6 月に障害者雇用促進法（障害者の雇用の促進等に関する法律）が改正

されました。平成 28 年 4 月からは、雇用の分野における障害者に対する差別の禁

止や障害者が職場で働くにあたっての支障を改善するための措置（合理的配慮の提

供義務）が定められ、平成 30 年 4 月からは、精神障害者の法定雇用率の算定基礎へ

の追加の措置が定められました。また、令和 2 年 4 月からは、事業主に対する短時間

労働以外の労働が困難な状況にある障害者の雇い入れ及び継続雇用の支援、国及び

地方自治体における障害者の雇用状況について的確な把握等に関する措置を講ずる

ための改正が行われました。 

 平成 26 年 4 月には精神保健福祉法（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律）

が改正され、保護者の義務が削除され、医療保護入院の際に家族等が同意すること

と改められました。同時に精神科入院患者の地域移行、退院促進について、保健医療

福祉に携わる全ての関係者で取組むことが明示されるとともに、病院（管理者）の責

務が制度化されました。 

  



5 

 

 障害者権利条約の発効や発達障害者を取り巻く状況変化等を受け、発達障害者支援

法が改正され、平成 28 年 8 月に施行されました。 

 令和３年９月には医療的ケア児支援法（医療的ケア児及びその家族に対する支援に関

する法律）が施行され、医療的ケア児の生活を社会全体で支えていくという基本理念

のもと、国、地方公共団体や保育所・学校等の責務が定められました。 

 令和４年５月には障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法（障害

者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律）が施

行され、すべての障害者があらゆる分野の活動に参加するためには、情報の十分な

取得利用と円滑な意思疎通が重要であるとされました。また、その実現に向けて、国、

地方公共団体や事業所等の責務が定められました。 

 令和６年４月（一部、令和５年４月）に、精神保健福祉法が改正され施行されました。そ

の目的に「障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）の基本的な理念にのっとり、精神

障害者の権利の擁護を図りつつ、その医療」という記載が加わり、医療保護入院の入

院期間の設定、入院患者への訪問支援など、病院からの地域移行やその人らしい生

活に向けた支援の充実が定められます。 

 

（２）国連障害者の権利に関する委員会からの日本政府に対する勧告等 

 

 障害者権利条約の遵守状況を評価する国連の障害者権利委員会は、令和４年９月に

初めて日本政府へ勧告（総括所見）を行いました。 

 勧告では、合理的配慮や全自治体での障害者計画の策定などが評価された一方、成

年後見制度における精神障害者や知的障害者の法的能力の制限のあり方や本人の

意向を尊重した生活と地域移行、及びインクルーシブ教育の現状等に対して懸念が示

されました。 
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（３）共生社会の実現に向けた国内法の整備等 

 

 平成 28 年 5 月に、精神上の障害により、判断能力が充分でない障害者に対し、本人

の保護と自己決定の尊重を基本に社会生活を支援する成年後見制度の利用を促進

するとともに体制整備を推進するため、成年後見制度利用促進法（成年後見制度の

利用の促進に関する法律）が施行されました。 

 地域共生社会の実現に向けて、地域課題の解決力、地域丸ごとのつながり及び地域

を基盤とする包括的支援の強化を図るため、地域包括ケアシステムの強化のための

介護保険法等の一部を改正する法律により、社会福祉法が改正され、平成 30 年 4

月に施行されました。 

 また、障害者と高齢者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、障害福祉及び

介護保険のサービスに共生型サービスが創設されました。 

 共生社会の実現や社会的障壁の除去に向けて、ハード面のバリアフリー化の取組みに

加えて、接遇の向上や情報提供等を通じて心のバリアフリーを促進すること等を目的

に、バリアフリー法（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律）が改正

され、平成 30 年 11 月及び平成 31 年 4 月に施行されました。 

 また、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を契機に、令和 2 年 5 月に

も改正法が成立し、公立小・中学校の整備や大規模改築にあたってはバリアフリー整

備が義務化されるとともに、小規模店舗のバリアフリー化の促進や交通事業者の接

遇の向上及びバスのバリアフリー車両の導入促進等が規定され、令和 3 年 4 月に施

行されました。 

 視覚障害や発達障害、肢体不自由等の障害により、書籍について視覚による表現の

認識が困難な者の読書環境の整備を推進するため、読書バリアフリー法（視覚障害者

等の読書環境の整備の推進に関する法律）が令和元年 6 月に施行されました。 

 地域共生社会の実現に向けて、地域住民の抱える課題を解決していくための包括的

な支援体制の整備等を推進するため、地域共生社会の実現のための社会福祉法等の

一部を改正する法律が令和 2 年 6 月に成立し、令和 3 年 4 月に施行されました。 

 令和７年６月に、手話は使用する人にとって重要な言語であり、重要な意思疎通の手

段であるとして、手話に関する施策を総合的に推進するために「手話施策推進法（手

話に関する施策の推進に関する法律）が成立・施行されました。これにより、手話の習

得・使用、手話文化の保存・継承・発展、手話に関する理解・関心を深めることが国や

地方公共団体の責務として定められました。 

 令和８年４月、「高次脳機能障害者支援法」が施行され、高次脳機能障害のある当事

者やその家族の支援および、医療や福祉などの切れ目ない支援体制を構築すること

が、国や地方公共団体の責務として定められました。 
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２．計画の趣旨、位置づけ等 

 

（１）趣旨 

 

この計画は、世田谷区の障害に関する施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、

世田谷区民のための障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保や円

滑な実施を図るため、令和９年度から３年間の障害施策の充実に係る考え方や方向性、

障害福祉サービス等のサービス量等を定めます。 

なお、発達障害者の支援の仕組みづくりに向けて策定した世田谷区発達障害支援基

本計画は、引き続き本計画に包含し、世田谷区発達障害支援基本方針に基づき施策の

取組みを推進します。 

 

（２）計画の位置づけ 

 

本計画の法的な位置づけは次のとおりです。 

 

 
障害者基本計画 障害福祉計画（第８期） 障害児福祉計画（第４期） 

根拠法令 
障害者基本法 

（第 11 条第 3 項） 

障害者総合支援法 

（第 88 条第 1 項） 

児童福祉法 

（第 33 条の 20 第 1 項） 

性 格 

市 町 村 障 害 者 計 画

（当該市町村におけ

る障害者のための施

策に関する基本的な

計画） 

市町村障害福祉計画（障

害福祉サービスの提供

体制の確保その他この

法律に基づく業務の円

滑な実施に関する計画） 

市町村障害児福祉計画

（障害児通所支援及び障

害児相談支援の提供体制

の確保その他障害児通所

支援及び障害児相談支援

の円滑な実施に関する計

画） 

 

（３）計画の期間 

 

本計画の期間は、令和９年度から令和１１年度の３年間とします。 
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（４）各計画との関係 

 

本計画は、区政の基本的な指針である「世田谷区基本計画」の「区政が目指すべき方

向性」や「計画の理念」及び「世田谷区障害理解の促進と地域共生社会の実現をめざす

条例」を基礎とし、障害施策の方向性を示すものです。さらに、本計画には障害分野以外

に関連する施策も含まれることから、健康、教育（学校教育、文化･芸術、スポーツ含む）、

産業振興、防災、環境、住宅、ユニバーサルデザイン、多文化共生等の関連する計画と調

和が保たれたものとします。 

本計画における地区・地域における取組みについては、世田谷区地域行政推進計画と

の整合を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

世田谷区基本計画（令和 6～13 年度） 

その他の計画 

世田谷区地域保健医療福祉総合計画 

（令和 6～13 年度） 

 

その他の関連する計画 

（教育・産業・防災・住宅等） 

せたがやインクルージョンプラン 
（世田谷区障害施策推進計画） 

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

健康せたがやプラン 

子ども計画 

連携 

世田谷区障害理解の促進と 

地域共生社会の実現をめざす条例 

まちづくり・施策展開の基礎 
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（５）計画とＳＤＧｓとの関係 

 

SDGs とは、「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略

称で、「誰一人取り残さない」ことをテーマに、平成 27 年 9 月の国連サミットで採択さ

れた、国連加盟国 193 か国が 2030 年までに達成を目指す世界全体の目標です。この

目標には、福祉や人権、環境など、様々な分野の 17 のゴールが設定されています。 

区の基本計画の実行指針では、「ＳＤＧｓの目標年次である 2030 年に向け、基本計

画の施策とＳＤＧｓとの関連性を明らかにし、関連性を意識しながら分野横断的な施策

展開を図り、一体的に推進する」としており、本計画においても関連性を意識して施策を

推進します。なお、本計画が主に寄与するゴールとしては次のものがあげられます。 

 

●本計画が主に寄与する SDGs のゴール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標３ すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を推進する 

目標４ 質の高い教育をみんなに 

すべての人々に包摂的かつ公平で質の高い教育を提供し、生涯学習の機
会を促進する 

目標８ 働きがいも経済成長も 

すべての人々のための持続的、包摂的かつ持続可能な経済成長、生産的
な完全雇用およびディーセント・ワークを推進する 

目標 10 人や国の不平等をなくそう 

国内および国家間の不平等を是正する 

目標 11 住み続けられるまちづくりを 

都市と人間の居住地を包摂的、安全、レジリエントかつ持続可能にする 

目標 16 平和と公正をすべての人に 

持続可能な開発に向けて平和で包摂的な社会を推進し、すべての人々に司法へのアクセス
を提供するとともに、あらゆるレベルにおいて効果的で責任ある包摂的な制度を構築する 

目標５ ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダーの平等を達成し、すべての女性と女児のエンパワーメントを図
る 
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（６）計画の名称 

 

国において障害者基本法の改正や関係法令の制定等があり平成２６年には国連障害

者権利条約を批准、障害の社会モデルや多様性を尊重する考え方が徐々に広まるなか、

区ではインクルーシブな地域共生社会の実現をめざし「世田谷区障害理解の促進と地域

共生社会の実現をめざす条例」を令和４年度に制定しました。 

多様な人々が、それぞれの生き方を尊重され、排除されることなく、同じ社会の一員

として受け入れられるインクルージョン（社会的包摂）の考え方が、これまで以上に大切

となっています。障害のある人もない人も区別されることなく、互いに支え合い、地域で

豊かに暮らしていける社会をめざすノーマライゼーションの考え方を根底に据えながら、

近年増加している複雑・複合化する課題への対応や、地域共生社会に関する社会状況の

変化等を踏まえ、全ての区民が個々の特性や経験を含めた多様性を尊重し、その存在と

価値観を相互に認め合い、誰一人取り残さないことをめざし、令和６年度から計画の名

称を以下のとおりとしています。 

 

 

 

 

 

 

  

せたがやインクルージョンプラン 

-世田谷区障害施策推進計画- 
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第２章 世田谷区障害福祉の現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

第２章では、統計から見る障害者の状況や、

令和６年度から令和８年度の期間における、計

画に基づく施策の実施状況（見込み）を検証・

評価し、令和９年度から３年間の施策展開に向

けた課題を整理します。 
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１．障害者を取り巻く状況 

 

（１）人口と障害者数の推移 

 

本区の総人口は、令和４・５年で一時的に減少しましたが、基本的には増加し続けおり、

令和７年４月１日時点で 923,210 人となっています。 

障害者数については、総数１・総数２のいずれも増加傾向にあります。総数１では、平

成 19 年の 32,428 人から令和７年の 49,005 人へと、およそ 16,600 人の増加と

なっており、人口比では 4.0％から 5.3％へと増加しています。 

総数２では、平成２６年の34,816人から令和７年の41,691人へと、およそ6,900

人の増加となっており、人口比では 4.0％から 4.5％へと増加しています。 

 

●総人口と障害者数の推移 

 
（各年４月１日現在） 

*「総数 1」、「総数 2」の人数の下のカッコ内の数字は総人口に占める割合を表す。 
*「総数１」は、身体障害者手帳所持者+愛の手帳所持者（重複除く）+自立支援医療（精神通

院医療）認定件数+難病 
*「総数２」は、身体障害者手帳所持者+愛の手帳所持者（重複除く）+精神障害者保健福祉手

帳所持者+難病 
*令和 3 年の一時的な減少は、令和 2 年度の新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、特例と

して自立支援医療（精神通院医療）の更新申請手続きが不要となったため。 
 

  

830,103

835,819
860,749 874,332 892,535 908,907 920,372 915,439

923,210

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000
人人

総数１ 総数２ 総人口（右軸）

49,005
（5.3%）

41,691
(4.5%)

47,264
(5.2%)

39,306
(4.3%)

44,530
(4.9%)

38,145
(4.2%)

43,825
(4.9%)

37,858
(4.2%)34,816

(4.0%)

40,127
(4.6%)36,634

(4.4%)
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（２）障害者手帳所持者数等の推移 

 

１．身体障害者手帳所持者数の推移 

身体障害者手帳所持者数は、平成 30 年以降は減少傾向にありましたが、令和６年

から令和７年にかけては増加し、令和７年時点で 18,497 人となり、平成 30 年から

は 1,450 人の減少となっています。 

等級別でみると、「１級」が 6,422 人で最も多く、次いで「４級」が 4,543 人、「３

級」が 2,928 人となっています。 

障害種別でみると、「肢体不自由」が 43.2％で最も多く、次いで「内部障害」が

36.5％となっています。 
 

●身体障害者手帳所持者数の推移（等級別） 

 
各年４月１日現在 

 

●身体障害者手帳所持者の障害種別 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

7,053 6,806 6,778 6,588 6,505 6,402 6,389 6,422 

2,954 2,776 2,752 2,687 2,711 2,709 2,730 2,747 

3,189 3,060 3,047 3,002 2,946 2,904 2,895 2,928 

4,734 
4,642 4,707 4,621 4,485 4,502 4,498 4,543 

997 
951 948 939 920 891 887 884

1,020 980 999 978 949 954 958 973 

19,947 
19,215 19,231 18,815 18,516 18,362 18,357 18,497 

0 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年

人

6級

5級

4級

3級

2級

1級

令和 8年４月１日現在で

掲載予定 
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２．愛の手帳所持者数の推移 

愛の手帳所持者数は、平成 30 年から平成 31 年にかけて一時的に減少しました

が、増加傾向にあり、令和７年時点で 4,731 人となっています。 

等級別にみると、「４度」が 2,076 人で最も多く、次いで「２度」が 1,392 人となっ

ています。 
 

●愛の手帳所持者数の推移（等級別） 

 
各年４月１日現在 

 
３．精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

精神障害者保健福祉手帳所持者数は一貫した増加傾向にあり、令和７年時点で

9,182 件と、７年間でおよそ 1.6 倍の増加となっています。 

等級別にみると、「３級」が 4,393 人で最も多く、次いで「２級」が 4,362 人とな

っています。 
 

●精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（等級別） 

 

各年４月１日現在 

  

162 144 140 142 145 143 143 143 

1,340 1,251 1,281 1,264 1,290 1,320 1,358 1,392 

1,171 1,068 1,076 1,043 1,053 1,074 1,107 1,120 

1,801 
1,736 1,795 1,827 1,878 1,931 2,016 2,076 

4,474 
4,199 4,292 4,276 4,366 4,468 4,624 4,731 

0 

0
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4,000

5,000
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人

４度

３度

２度

１度

346 379 408 427 453 450 437 427 

2,882 3,140 3,342 3,425 3,788 3,886 4,089 4,362 

2,420 
2,668 

2,965 2,942 
3,207 3,532 

3,913 
4,393 5,648 

6,187 
6,715 6,794 

7,448 
7,868 

8,439 
9,182 

0 

0
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人

３級

２級

１級
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２．前計画の実施状況 

 

前計画（せたがやインクルージョンプラン－世田谷区障害施策推進計画－：令和５年度

策定）が令和８年度に計画期間満了を迎えること、また、新たに本計画を策定するにあ

たり、前計画で定めた 14 項目ごとに担当課による「実施状況」及び「評価課題」に関する

調査を行い、その結果についてとりまとめを行いました。 

 

（１）理解する 

 

【実施状況】 

 障害理解の啓発等により「地域共生社会」の実現を目指すための取り組み「世田谷

たがいちがいプロジェクト」を推進し、これまで障害理解に関心のなかった層への

普及・啓発に取り組みました。 

 発達障害理解のため講演会「発達障害について考えよう～大人の事例から見えて

くるもの～」を実施し、世田谷公式 YouTube チャンネルにも公開しました。 

 区立小学校と連携して、希望する２９校に聴覚障害に対する理解の促進並びに、手

話の普及及び啓発を目的として、手話について指導等を行う講師を派遣しました。 

 保健センターによる講演会（思春期、精神疾患、依存症、ゲートキーパー講座、心の

サポーター養成講座など）や地域でのピアサポート活動を実施したほか、訪問看護

ステーションの職員研修や地域での居場所活動を実施し、精神障害の普及啓発と

理解促進を行いました。 

 重層的支援体制整備事業に基づく支援会議ならびに四者連携会議など多機関と

の情報共有を深め、地域づくりの一環としての「居場所」へ要支援者の参加支援を

進めています。 

 窓口や電話対応を含め、より良い区民応対を身につけるため、「接遇・応対力向上

マニュアル」を活用し、接遇研修を実施しました。 

 

【評価課題】 

 条例の周知や理念の浸透、障害理解を広げるため、継続して普及・啓発事業を実施

いく必要があります。 

 精神障害の普及啓発・理解促進の一環として、保健、医療、福祉、教育等、地域包括

ケアシステムの様々な領域における「ピアサポート活動」の周知と開拓が必要です。 

 複雑・複合化した課題を抱え地域で孤立している世帯に対して、時間をかけて多く

の支援機関とのパイプを作り、切れ目のない見守りと支援が必要です。 

 区内小学校・中学校・高等学校より福祉学習の依頼が増加しています。地域福祉推

進員や地区サポーターへの障害等への理解を促進し、協働して福祉学習を実施す

ることが重要です。  
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（２）守る 

 

【実施状況】 

 障害者差別解消に関する施策を総合的かつ一体的に推進するため、区長を委員長

とする「世田谷区障害者差別解消推進委員会」を令和 7 年 6 月開催し、障害者差

別に関する相談等の事例紹介や取組み状況、今後の方向性を共有しました。 

 障害施策推進課に専門調査員を配置し、障害者からの日常生活における差別等に

関する相談に対応し、相談者の了解のもと、相手方(区の所管課や事業者等)に対

し合理的配慮の提供に向けて理解の促進や調整を図りました。 

 令和７年 11 月に開催した「令和７年度世田谷区自立支援協議会シンポジウム」に

て、虐待防止ハンドブック等を活用し、区民に向けて虐待防止に関する普及・啓発

を行いました。また、障害福祉サービスに従事する職員等を対象として、令和 8 年

2 月に虐待防止研修を実施し、虐待に関する知識やその判断基準を認識する機会

を設け、今後の支援力向上を図りました。 

 成年後見制度の利用支援では、親族や本人からの申立の相談にきめ細かく対応し

申立支援件数も増えている状況です。また、区民成年後見支援員を対象に、障害者

分野に精通した専門職後見人を講師に招き、障害者の意思決定支援を含めた対応

事例についての研修会を実施しました。 

 地域福祉権利擁護事業（あんしん事業）の利用申し込みから契約まで約２か月かか

ることが課題でしたが、令和７年６月より新たに開始した「プレあんしん事業」によ

り、申込から２週間程度で支援を実施することが可能となりました。 

 

【評価課題】 

 合理的配慮に関する相談窓口の認知度の向上を図るとともに、相談対応等を通し

て事業者等への障害者差別解消法や合理的配慮に関する理解浸透を促進してい

く必要があります。 

 障害者差別に関する対応方法のポイント等をまとめた職員向けガイドブックの更新

等を進めることで、より一層の実務への反映を図っていく必要があります。 

 虐待に対する知識の獲得や障害福祉サービス事業所職員等の支援力向上のため、

切れ目なく虐待防止に向けた研修等を行っていく必要があります。 

 成年後見制度の必要な方がスムーズに制度利用につながるよう、支援者に対する

制度の普及・啓発が必要です。また、窓口としての周知だけでなく、後見制度や後

見業務に関する具体的な理解を促進する取組みが課題です。 

 低所得で金銭管理ができていない利用者が増えており、あんしん事業の日常的金

銭管理では解決できないことが多くなっています。また、デジタル決済で支払いを

する利用者への金銭管理支援が確立されていないことが課題です。 
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（３）つながる場をつくる 

 

【実施状況】 

 区内障害者施設において、施設公開、お祭り、災害訓練等、地域のボランティアや

町会・自治会と協力し施設における地域交流の促進を図りました。 

 子育て支援の切り口から、子どもの発達に不安を抱える保護者が、グループでの

親子遊び等を通して、その子にあった関わり方に気づき、子育ての不安感の軽減

を図るとともに必要な支援を受けることに前向きになるきっかけづくりとなるわ

くわくおやこひろばを実施しました。 

 精神障害者同士の交流や支えあいの活動を促進するため、「世田谷区精神障害者

ピアサポート活動団体補助事業」を実施し、当事者同士の居場所づくり、活動の推

進につなげました。また、地域障害者相談支援センター“ぽーと”において、精神障

害者に限らず誰もが気軽に立ち寄れる居場所スペースの周知・活用の充実を図り

ました。 

 失語症のある方との円滑なコミュケーションをとる方法を学び、サポーターとなる

ための失語症会話パートナー養成講座を実施するとともに、失語症のある方が安

心して会話を楽しめる失語症サロンを区内３か所で実施しました。 

 

【評価課題】 

 気軽に子育てに関する相談をする場を提供することができた施設は３施設にとど

まっており、実施回数を拡充していく必要があります。 

 ピアサポート活動団体補助事業の交付が１団体に留まったため、更なる周知が必

要です。また、地域障害者相談支援センター“ぽーと”においては、引き続き居場所

スペースの更なる活用方法を検討していくことが必要です。 

 失語症会話パートナー養成講座を受講して会話パートナーとなる人材の継続的な

確保が必要です。 
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（４）連携して支援する 

 

【実施状況】 

 相談支援事業所の相談支援専門員や地域障害者相談支援センター“ぽーと”が抱

える困難ケースについて、基幹相談支援センターのアドバイザー制度により、経験

豊かな相談支援専門員がアドバイスを行い支援方針などの助言を行いました。 

 医療的ケア児（者）や家族が、地域で必要な支援を円滑に受けることができるよう、

保健、医療、福祉、保育、教育など関係機関との連携調整や情報交換を行う医療的

ケア連絡協議会を実施しました。 

 精神障害者等支援連絡協議会を開催し、区における「にも包括」構築の取組み状況

を報告し、次期インクルージョンプラン策定に向けた意見交換、および精神障害の

ある方の支援の課題等について意見交換を行いました。 

 精神科病院に長期入院している区民について、連携病院との協力により潜在的な

支援ニーズの把握に努めながら、支援対象者へのアプローチを段階的に進めてい

ます。また、ピアサポーターによる訪問支援とも連携しながら、定期的なアセスメン

トを通じて、本人が望む暮らしの実現に向けた支援を継続的に行っています。 

 １歳６か月児健康診査後のフォローグループ(親子支援グループ)として、おおむね

２歳前後の子と保護者向けに、育児対応の気づきと学びの支援を実施することで、

発達障害等の早期発見につないでいます。 

 途切れのない支援体制の構築に向け各機関の連携強化を図るため、区の乳幼児期

の支援に関わる機関が集まる「乳幼児期支援機関連絡会」を実施しました。 

 

【評価課題】 

 様々な支援機関や事業の連携が不可欠ですが、相談支援の主体をどこが担うのか

が曖昧になることがあります。引き続き、相互の役割理解や連携が必要です。 

 「医療的ケア児支援法」が施行され、地方公共団体に対し、医療的ケア児やその家

族に対する支援に係る施策を実施する責務とされため、支援策の充実に向けて、

さらに取り組みを展開していく必要があります。 

 精神障害施策を計画的に推進するにあたり、保健・医療・福祉の関係機関より課

題・意見を吸い上げて今後の施策展開に反映できるよう、引き続き取り組みを進

める必要があります。 

 気づきと学びから親子の健やかな成長に資する支援についての周知を図り、その

機会や内容は社会状況を注視して最適化を図る必要があります。また、１歳６か月

児健康診査未受診者に対しては、引き続き電話等の手段で、きめ細やかなフォロ

ーを継続していく必要があります。 
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（５）安心できる暮らしを確保する 

 

【実施状況】 

 ひとり暮らし等の重度身体障害者や難病患者の自宅に緊急通報用の機器を設置

することで、生活の安全を確保し、在宅の福祉の推進を図りました。また、医療的

ケア相談支援センターHinata において、医療的ケア児のための災害時個別避難

計画の作成を進めました。 

 災害・防犯情報メール配信サービス、世田谷区防災ポータルサイト等といった多様

な媒体を用い、災害時の情報発信に努めました。 

 健康づくり事業について、保健センターと連携し、障害者等の多様な区民に配慮し

た誰もが利用しやすい環境整備やプログラムの見直しを行いました。障害者、障害

者施設向け健康度測定の実施及び個人の障害状況に合わせた健康づくり個別指

導に関する情報提供を行いました。 

 障害者の高齢化・重度化、「親亡き後」の生活の安心を見据え、地域生活支援をさ

らに推進する観点から実施する地域生活支援拠点等の整備事業について、拠点等

を構成する５機能（「相談」「緊急時の受入・対応」「体験の機会・場」「専門的人材の

確保・養成」「地域の体制づくり」）を推進し、障害者やその家族が地域で安心して暮

らすことができるよう取り組みを進めました。 

 障害児者の通所施設の拡充に向けて、区立弦巻統合保育園への障害児通所施設

複合化の実施設計の実施及び民間事業所の誘導により、新たに医療的ケア児を含

む重症心身障害児通所支援事業所の新規開設を行いました。 

 

【評価課題】 

 医療的ケア相談支援センターHinata での災害時個別支援計画の作成件数の伸び

悩みが課題となっています。 

 平時から各種媒体における災害情報の発信について普及啓発を続ける必要があ

ります。 

 健康推進事業の参加者数が伸び悩んでいることから、より多くの方に各事業を利

用してもらえるよう、保健センターと連携し、効果的な広報戦略の展開の検討して

いく必要があります。 

 当事者や家族の不安解消や緊急時の対応など生活上の安全・安心を確保していく

ため、地域全体で生活を支える体制の強化が必要です。 
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（６）望むライフスタイルを実現する 

 

【実施状況】 

 公有地等を活用したグループホーム整備として、東京都住宅供給公社大蔵住宅創

出用地・北烏山地区会館跡施設・老人休養ホームふじみ荘跡地について施設開設

に向けた事業者支援を行うとともに、警察庁深沢宿舎跡地について事業者公募に

向けた調整を進めました。併せて、中軽度障害者向けに民間事業者主導での整備

を進めるとともに、特に整備が必要な重度障害者向けグループホームの整備誘導

を図り、３か所２０人分を確保しました。 

 居住支援協議会を開催し、住宅及び福祉の各事業に関する情報共有や意見交換等

を行いました。 

 民間賃貸住宅の空き室情報を提供する「お部屋探しサポート」を実施しました。 

 一般社団法人世田谷トラストまちづくりと連携し、居住支援施策について基幹相談

支援センターが主催する研修や地域障害者相談支援センター“ぽーと”職員向けの

研修において、制度概要や取組状況に関する説明を受け理解を深めるなど、精神

障害のある方への居住支援の強化に向けた取り組みを行いました。 

 精神科病院の長期入院者への訪問支援事業をはじめとする地域移行に係る取り

組みを通じて、病院だけではなく地域における自立生活の準備性をアセスメントで

きる機能のニーズ把握に務めました。 

 

【評価課題】 

 居住支援協議会について、元々は情報交換の場として設立された会議体ですが、

年々施策検討の場としての必要性が増してきています。しかし、未だとして情報共

有・情報交換が議題の中心となっているため、会議体の役割について検討する必

要があります。 

 障害者が住居を借りることへのハードルは高く、賃貸物件オーナーの不安を軽減

や理解促進等、入居の促進に向けた住宅部門との連携が必要です。 

 精神障害者を支える生活体験機能の整備に向け、他自治体の動向も参考にしなが

ら効果的な施策のあり方について研究する必要があります。 

 「障害者施設整備等に係る基本方針」で示す必要所要量の確保に向けて、専門的な

スキルを有する福祉人材の確保が年々厳しさを増しています。また、この間の建設

費高騰の影響も受けて、新たな事業者参入が期待しにくい状況にあるため、より計

画的に整備誘導を進めていく必要があります。 
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（７）毎日の暮らしをサポートする 

 

【実施状況】 

 心身の障害等により、地域の歯科医療機関で治療を受けられない方のために世田

谷区口腔衛生センターにて、予約制により歯科診療を行っています。また、既存備

品の買替えや新規購入を計画的に行い、安心安全に歯科診療が実施できる環境を

整えました。 

 「長期入院を生まないための検討」をテーマとした自立支援協議会「地域移行部会」

の活動において、自立生活援助サービスの事業内容に関する勉強会を実施するな

ど、ニーズの把握等に取り組みました。また、自立生活援助サービス事業所につい

ては 3 か所となりました。 

 区の福祉の拠点として障害者支援施設梅ヶ丘と保健センターがさらに連携を強化

し、区民ニーズに応じた訓練を提供できるよう取り組みを進めました。 

 障害児通所支援施設の整備を進め、新たに６事業所を開設しました。 

 発達障害特性のある概ね 15 歳～25 歳の若者世代に対し、社会的自立に向けた

準備機会を創出するためのピアサポートによる支援や、小中学生向けに体験型プ

ログラムを提供しました。また、対象年齢を 30～50 代のミドル世代に拡大したプ

ログラムを継続実施しました。 

 

【評価課題】 

 歯科診療時間が平日の日中に限定されており、曜日や時間帯によっては予約がと

りにくくなった等の意見が上がったため、診療時間の延長等の検討が必要です。 

 障害者の地域における自立生活を支えるため、引き続き自立支援協議会「地域移

行部会」、精神障害者等支援連絡協議会等により、議論を進める必要があります。 

 放課後等デイサービスの需要が高く、更なる整備誘導が必要となっています。また、

医療的ケア児等を支援する障害児通所施設の整備を進めていく必要があります。 

 ミドル世代に向けたプログラムについては、利用者の増加・定着が見られ運営が安

定してきていますが、若者世代の利用者の新規登録者数が伸び悩んでいる状況に

あります。新規参加者の増加に向け、さらなる内容の充実や関係機関との連携等

による事業周知が必要です。 
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（８）出かけやすい街をつくる 

 

【実施状況】 

 移動支援事業者が移動支援に関する研修修了者等による支援を提供することで、

障害者及び障害児が充実した日常生活を営むことや社会参加ができるよう支援し

ました。 

 砧モデル地区デマンド型交通の実証運行については、令和７年１０月より週３日か

ら週５日に運行日を拡充するとともに、令和８年４月からの本格運行に向けた取り

組みを進めました。他の重点検討地域においても、地域の特性に応じた公費負担

を伴うコミュニティ交通の導入・検討に取り組むために、令和７年６月に「世田谷区

コミュニティ交通導入ガイドライン」を策定し、重点検討地域内の町会・自治会への

説明、町会回覧等を実施して地域協議会の設立支援に取り組み、重点検討地域９

地域のうち、４地域において地域協議会を設立しました。 

 ユニバーサルデザインのワークショップを開催し、「聞こえない友達とみんなで遊ぼ

う！一緒に楽しむコミュニケーション」をテーマに、聞こえない人が遊びの中で困る

ところを探し、みんなで楽しめる遊び方にするためにはどうしたらよいか、解決方

法について考え、その内容をユニバーサルデザイン普及啓発冊子「世田谷ＵＤスタ

イル１2 号」にまとめて編集・発行しました。 

 生活環境の整備を推進するため、ユニバーサルデザイン推進条例の届出制度によ

り、一定の用途及び規模以上の施設を計画する場合、条例に基づいた施設整備と

なるよう事業者等を誘導し、移動の連続性も配慮した施設のバリアフリー化を推進

しました。 

 

【評価課題】 

 障害者及び障害児が充実した日常生活を営むことや社会参加ができるようコミュ

ニティ交通の課題を整理し、利用者の実情に合わせた運用方法を検討する必要が

あります。 

 ユニバーサルデザインのワークショップについて、より多くの区民に関心をもって

もらえる企画になるよう、テーマ設定等の検討を進めるとともに、幅広い年代に参

加いただけるよう周知や申込み方法についても検討を続ける必要があります。 

 ユニバーサルデザインに関する法・条例改正は、概要版チラシをホームページに公

開したり、関係所管と連携し窓口で配架することで関係者への周知を図りましたが、

幅広く周知するためには、他の方法も検討していく必要があります。 
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（９）いつでも相談できる 

 

【実施状況】 

 令和３年８月に大蔵２丁目複合型子ども支援センター内に医療的ケア相談支援セ

ンターを施行開設し、令和６年４月から本格運営を始めました。医療機関と連携し

ながら退院する医療的ケアを要する児童と保護者とともに相談支援、在宅生活支

援プラン作成支援や福祉サービスのつなぎ、災害時個別支援計画の作成支援、相

談支援従事者の育成に取り組みました。 

 障害当事者によるピアカウンセリングの手法を用いた相談支援及び個別自立生活

プログラムの手法による同行支援・訪問支援を通して、障害を持つ人が地域での

主体的な生活を実践していくための生活技術の取得支援を実施しました。 

 あんしんすこやかセンターや東京都若年性認知症総合支援センターへのヒアリング

結果や他自治体の取組み状況も踏まえ、若年性認知症の相談支援の充実に向けた

体制について検討を行いました。また、相談支援体制の充実に向けた方策を検討

するなかで、「若年性認知症にかかるあんしんすこやかセンターへの伴走支援事業」

を令和 8 年度より開始しました。 

 教育相談の充実を図るため、児童用知能検査「WISC-Ⅴ」による一般相談を開始

しました。また、令和８年度からのスクールカウンセラーと心理教育相談員の職統

合や常勤職員の来室相談への配置に取り組みました。 

 「夜間・休日等こころの電話相談」の実施体制の再構築を図り、「こころのピア電話

相談」として、256 日実施し、延べ 1099 名の利用がありました。 

 

【評価課題】 

 医療的ケア相談支援センターの認知度が徐々に高まっている一方で、相談から支

援につなげる場面で、周知に努め、さらに多くの医療的ケア児とその家族の利用に

繋げる必要があります。 

 若年性認知症の方が抱える課題として、就労の継続や再就労、居場所の確保、移動

手段の確保といった点があげられ、これらの課題への対応について検討する必要

があります。 

 教育相談事業において、教育相談室での相談件数は増加傾向にあり、児童・生徒が

抱える課題も多様化、複雑化しているため、教育相談体制のさらなる充実が求め

られています。 

 「こころのピア電話相談」の安定した運営に向け、ピア電話相談員の養成研修を行

う必要があります。 
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（10）家族を支援する 

 

【実施状況】 

 医療的ケア等が必要な重症心身障害児（者）に、訪問看護ステーションから看護師

を派遣し、家族に代わって医療的ケアや療育上の支援を提供しました。また、区独

自の短時間派遣時間区分を新設し、家族の多様なレスパイトに対応することができ

ました。 

 精神障害者の家族等からの相談、家族セミナー、家族相談研修等を通じた家族相

談員養成活動を行う地域活動団体に対して、精神障害者家族等支援相談活動事業

費補助金を交付しました。 

 ヤングケアラーを含む家庭全体が必要な支援につながることができるよう、「ヤン

グケアラー支援マニュアル」により地域障害者相談支援センター“ぽーと”及び相談

支援事業所等に対する支援知識や普及啓発に取り組んでいます。 

 緊急介護人の派遣・報償費の支払いや重度脳性麻痺者の介護を行う家族への手当

の支給を行うことで、障害者の安定した生活の支援を図りました。 

 

【評価課題】 

 家族のレスパイトや就労の機会を確保できるよう、引き続きレスパイト事業を実施

していく必要があります。 

 令和３年度から緊急介護人派遣事業で精神障害者への対象拡大を行っていますが、

過去４年間実績がないため、制度の見直し及び周知方法について検討する必要が

あります。 

 相談支援専門員等は、家族に障害のある人がいる場合のヤングケアラーへの気付

きや、関係機関へのつなぎ・支援において大きな役割を果たすため、定期的に支援

における役割やノウハウを周知する必要があります。 
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（11）サービスの質を向上する 

 

【実施状況】 

 世田谷区福祉人材・育成研修センターと連携し、施設連絡会で研修案内の説明を

行ったり、施設向け研修内容や施設見学会等について検討を行いました。 

 障害者相談支援人材育成研修として、テーマ別研修のほか、同時期に相談支援従

事者初任者研修を受けられた方々と自由に話し成長し合える支援者のネットワー

クづくりを目指すグループスーパービジョンなど、多様な研修を実施しました。 

 区立の医療的ケア受け入れ施設や東京リハビリテーションセンター世田谷・障害者

支援施設梅ヶ丘を中心に研修を実施するなど、区内事業所に対してノウハウの蓄

積や発信に努めました。また、医療的ケアに携わる関係機関の看護師が情報共有

や意見交換などを行う研修を実施し、看護師同士で支えあえる仕組みづくりに取

り組みました。 

 児童発達支援・放課後等デイサービスの施設への巡回訪問を実施するとともに、地

域の中での連携と質の向上を図るために地域別事業所連絡会を実施しました。 

 

【評価課題】 

 福祉人材確保が困難な状況であり、専門的知識を有してない職員が増えています。

施設単位で人材を育成するには限界があるため、今後も区が支援することが必要

です。 

 人材育成に関する研修のテーマ設定や、モニタリング検証の効果を理解し活用しや

すくするなど、継続的な見直しが必要です。 

 重度障害者の対応経験やスキルを持っている事業者が限られているほか、支援に

は高度なスキルや負担も大きいことから支援員の確保が難しい現状があります。

必要な設備や人員等を確保できるよう、運営費補助等の支援を行うとともに、支

援する人材の確保・育成に向けて施設への働きかけや環境整備を進める必要があ

ります。 

 児童発達支援・放課後等デイサービスの施設内において、虐待の疑いの通報やケ

ガに対する苦情の声が多く寄せられました。各施設の質の維持・向上を図る必要が

あります。 
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（12）望むワークスタイルを実現する 

 

【実施状況】 

 全庁的な取り組みとして、特に短時間雇用においては、せたＪＯＢで連携している

東大先端研の「超短時間雇用モデル」の手法を取り入れた取り組みを、工業・建設

業・雇用促進課と生活福祉課と連携して開始し、障害に限らず、生活困窮者やシニ

ア等を支援する機関との連携を進めました。 

 就労支援ネットワーク定例会を実施するなど、施設職員の支援力向上、利用者の就

労意欲の向上に取り組みました。その結果、令和６年度の就職者数は１６６名とな

りました。 

 障害者総合支援法に基づく重度訪問介護、同行援護では対応できない通勤支援や

就労中の介助を重度障害者等就労特別支援事業により実施することで、重度障害

者の就労における支援を行いました。 

 障害者支援情報センターＨＡＳＩＣを中心とした、作業等経営ネットワーク支援事業

を展開し、庁内外から障害者施設への作業発注の仲介に取り組むとともに、単独

施設では対応が難しい大量業務の共同受注の拡充を図りました。 

 障害者活躍推進計画に基づき、障害のある職員の計画的な採用に取り組み、新た

に障害のある常勤職員１３名、会計年度任用職員２名を採用しました。令和 7 年 6

月 1 日現在、区における障害者雇用率は 2.62％となっています。 

 

【評価課題】 

 障害者と雇用側のスムーズなマッチング支援につなげるため、関係機関同士の連

携の構築を進める必要があります。 

 就労支援施設利用者の就職者数を伸ばしていくためには、就労移行支援事業所だ

けでなく就労継続 B 型施設等の就職者の拡大が求められるため、定例会の出席率

を向上させることが必要です。 

 障害者施設での作業発注の新規案件が増えている一方、施設利用者が減少してい

る状況や人手不足などの要因から、受託に滞りが生じるケースもあり、需給バラン

スの調整やさらなる効率的な受託手法の確立が必要です。 

 令和８年７月に障害者雇用率が 3.0％に引き上げられることから、早期充足を図

るため、今後も障害のある職員の計画的な採用に取り組んでいく必要があります。 
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（13）みんなで学ぶ・楽しむ・考える 

 

【実施状況】 

 医療的ケア児について、区立指定保育園５園で受け入れを行っています。各園にお

いて、定期的に医療的ケア連絡会を実施し、医療的ケア児の日常の保育状況や成

育について、保育園職員の現状報告を受け、集団保育における配慮事項、保護者

支援等の現状と課題を共有しています。 

 区立、私立認可保育園（子ども園を含む）を対象に、児童支援事業所「ぷらみんぽー

と」及び発達障害相談・療育センター「げんき」より専門性を持つ講師の派遣を行い、

巡回技術支援研修を実施し、職員の障害児保育技術の向上と園児への理解と支援

につなげています。 

 令和７年３月に策定した「せたがやインクルーシブ教育ガイドライン」を区内全幼・

小・中学校の全教職員に配布するとともに、校長及び特別支援教育コーディネータ

ー等を対象に研修等を実施しました。 

 「精神障害者ピアサポーター養成・活躍支援事業」において、精神障害者ピアサポー

ター養成研修を終了した 11 名の登録ピアサポーターとミーティング、意見交換を

行いながら地域の様々な機関、機会におけるピアサポート活動を行っています。 

 希望丘地域体育館にて「世田谷ｄｅボッチャ」を毎週火曜日に開催し、障害の有無に

関わらず区民等がボッチャの練習やゲームを通じた交流を行える環境を整備しま

した。 

 玉川高島屋で 6 月に「世田谷区障害者施設アート・オムニバス展」を、世田谷美術館

で 10 月～11 月に「世田谷区障害者施設アート展」を開催しました。 

 

【評価課題】 

 医療的ケア児の保育の需要が高まっていることを踏まえ、区立保育園による受入

れ枠のさらなる拡充等の検討を行う必要があります。 

 保育園に通う障害児、配慮が必要な児童が年々増加しており、各園における人員

配置等、受け入れ態勢が課題となっています。 

 「せたがやインクルーシブ教育ガイドライン」に基づく各学校での取組みに対して指

導・助言を行うとともに、人的支援や研修の実施を通じてインクルーシブ教育を推

進する必要があります。 

 ピアサポート活動の創出に向けて、保健、医療、福祉、教育等、地域包括ケアシステ

ムの様々な領域における「ピアサポート活動」の周知と開拓が必要です。 

 芸術・文化に関する情報について、魅力的なコンテンツの発信だけでなく、案内の

内容面の充実や施設を利用しやすい環境づくりが求められています。 
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（14）情報取得・発信手段を確保する 

 

【実施状況】 

 円滑なコニュニケーションの確保を目的として、身体障害者手帳（聴覚障害）に該当

しない 18 歳以上 65 歳未満の中等度難聴者に対して、補聴器購入費助成を実施

しました。 

 医療的ケアが必要なお子さんのためのガイドブックを区民、医療機関や支所など

の関係機関に周知しました。 

 区ホームページにおける障害者差別解消法の対応として取り組んでいる音声読み

上げ対応等について、演習形式を取り入れた職員研修や全庁周知等を行いました。

また、全ページを対象として、ウェブアクセシビリティに配慮した構成となっている

かを確認し、その結果を踏まえ、各ページにおける課題の有無およびその内容を整

理した一覧表並びに対応方法を記載した手順書を作成し、所管課へ共有しました。 

 デジタルデバイドの解消、視覚障害のある方々の円滑な情報収集や意思疎通など

情報コミュニケーショを促進し、日常生活及び社会生活の充実を図ることを目的と

して、視覚障害者向けのスマートフォン相談会を実施しました。 

 

【評価課題】 

 中等度難聴者の実数把握が難しく、必要とする方に周知ができているかが測りづ

らいことが課題となっています。事業の周知を強化し、さらなる利用拡大につなげ

る必要があります。 

 医療的ケアのガイドブックについて、支援情報をリアルタイムに更新し、周知する方

法について検討する必要があります。 

 区ホームページで公開されているページ上において、代替ファイルやテキストが適

切に設定されていないページがまだ見られるため、改善していくことが必要です。 

 スマートフォン相談会の参加者の大半が継続利用者のため、事業の周知強化や需

要の掘り起こしを行う必要があります。 
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３．成果目標の実施状況等 

 

（１）第７期障害福祉計画等の成果目標の実施状況 

 

（今後掲載予定） 

 

 

（２）障害福祉サービス等及び地域生活支援事業の実績 

 

（今後掲載予定） 

 

 

 

  



 

30 

 

 

 

 

 

 

第３章 計画がめざす姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章では、計画の基本理念、施策展開の考

え方（視点）、施策体系、重点目標などを示す

ほか、本計画期間中の行動コンセプトを定めま

す。 
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本計画では、中・長期的な展望に立って施策を推進するために、前計画の基本理念、行

動コンセプト等を継承しています。 

 

１．基本理念 

 

〔基本理念〕 

障害のある人もない人も お互いの人格や個性を尊重して 

住み慣れた地域で支えあい 選択した自分らしい生活を 

安心して継続できる社会の実現 

 

 

２．本計画期間における行動コンセプト 
 

〔行動コンセプト〕 
 

「当事者の選択を支える」 

 

令和９年度から令和１１年度の計画期間において、支援者等（区や支援機関、

家族や団体など）は、障害のある当事者の「選択」を尊重する施策の推進や「選

択」を支える環境整備に向けて協力して取り組む。 

また、当事者のライフステージや生活上の様々な場面において、意思決定支

援に留意しながら複数の選択肢を提案するなど、当事者が自分らしい生活を

「選択」するための支援に努めることを、本計画期間における行動コンセプトと

する。 
 

「選択」を支え

る環境整備 

情報アクセスのしやすさ、体験や選択の機会の確

保、多様な福祉サービスの整備、既存サービスで

の障害児者の受入れ、再利用を尊重する仕組

み、同性介助や多様な性（LGBTQ 等）の尊重 

「選択」する 

ための支援 

理解しやすい情報提供、選択肢を提示、選択の結

果と選び直しを尊重 
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３．施策展開の考え方（視点） 

 

（１）条例に基づく施策構築の視点 

 

地域共生社会の実現をめざすとともに障害者等の支援施策を今後も推進していくに

あたり、「世田谷区障害理解の促進と地域共生社会の実現をめざす条例」の目的及び基

本理念、各方面からの意見等を踏まえ、本計画に位置づける施策の構築のための視点を

次のように設定します。 

 

視点 説明 

視点１ 当事者参加 
当事者の意思決定支援や主体的な参加を考慮している

か。当事者の希望や選択を考慮しているか。 

視点２ 相互理解 
当事者と当事者以外の者（家族、地域、支援事業者等）

との積極的理解につながるか。 

視点３ 担い手支援 

支援の担い手（きょうだいを含む家族、支援事業者等）

のうち特定の者に負担が偏っていないか。担い手の支援を

考慮しているか。 

 

 

（２）世田谷版地域包括ケアシステムの視点 

 

区では、国の示す地域共生社会の考え方に先んじて、地域包括ケアシステムの対象を、

困りごとを抱えたすべての区民と広く捉え、区内全地区において総合相談を実施し、個

別支援と地域支援を組み合わせた、「世田谷版地域包括ケアシステム」を構築・推進して

きました。 

地域包括ケアシステムの要素である「医療」、「福祉サービス」、「住まい」、「予防・健康

づくり」、「生活支援」を各分野において推進してきましたが、多様化したニーズに応える

ために、「就労」、「教育」、「社会参加」、「防犯・防災」を新たな要素として加えるとともに、

区民にとって最も身近な地区において伴走していく体制を整えることで「世田谷版地域

包括ケアシステム」を強化し、変化し続ける課題に応えていきます。 

また、地域づくり、人権擁護の推進、福祉人材の確保・育成・定着支援、地区をバックア

ップする体制、先進技術の積極的な活用、保健福祉サービスの質の向上、福祉文化の醸

成等の取組を進め、世田谷版地域包括ケアシステムを下支えする基盤の整備を推進しま

す。 
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●世田谷版地域包括ケアシステムイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：世田谷区地域保健医療福祉総合計画［令和６～１３年度（２０２４～２０３１年度）］ 

  



 

34 

 

４．施策体系 
 
本計画の施策体系と施策展開の３つの視点の関係図は次の通りとなります。★印で

示した施策が視点との関係が特に深いことを表します。 
  

大項目 
（施策の柱） 

中項目 
視点① 
当事者
参加 

視点② 
相互 
理解 

視点③ 
担い手
支援 

１．障害に対する理
解の促進及び障害
を理由とする差別
の解消 

（１）理解する  ★  

（２）守る  ★  

２．安心して暮らし
続けることができ
る地域づくり 

（３）つながる場をつくる ★  ★ 

（４）連携して支援する   ★ 

（５）安心できる暮らしを確保する ★   

（６）望むライフスタイルを実現する ★   

（７）毎日の暮らしをサポートする ★  ★ 

（８）出かけやすい街をつくる ★ ★  

（９）いつでも相談できる ★  ★ 

（１０）家族を支援する  ★ ★ 

（１１）サービスの質を向上させる ★  ★ 

３．参加及び活躍の
場の拡大のための
施策 

（１２）望むワークスタイルを実現する ★   

（１３）みんなで学ぶ・楽しむ・考える ★ ★  

４．情報コミュニケ
ーションの推進の
ための施策 

（１４）情報取得・発信手段を確保する ★ ★  
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５．重点的な取組み 

 

世田谷区障害者施策推進協議会における議論、障害者（児）実態調査、世田谷区自立

支援協議会の意見、国の基本指針等に基づき、以下の９点を次期計画の重点取組としま

す。 

 

 重点取組み項目 
施策体系における 

位置づけ（大項目） 

１ 障害理解の促進・差別解消 
１． 障害に対する理解の促

進及び障害を理由とす

る差別の解消 

２ 精神障害施策の推進 

２． 安心して暮らし続ける 

ことができる地域づく

り 

３ 高次脳機能障害施策の充実 

４ 医療的ケア児・者の支援 

５ 災害への備えの推進 

６ 地域生活を支える仕組みづくり 

７ 人材の確保・定着・質の向上 

８ 多様な働き方の拡大 
３． 参加及び活躍の場の拡

大のための施策 

９ 情報コミュニケーション推進・アクセス手段の確保 
４． 情報コミュニケーション

の推進のための施策 
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重点取組１ 障害理解の促進・差別解消 

 

【背景・課題】 

・障害者（児）実態調査では、以下の回答がありました。 

①「あなたが希望する暮らしを実現するためには、どのようなことが必要だと思い

ますか」という問に対し「周囲の人の障害への理解」選択肢の回答数が 19.4％で

最も多く、特に精神障害、発達障害では、４割近い回答となった。 

②「障害を理由とする差別や偏見を感じたことがありますか」という問に対し「ある」、

「少しある」と回答した方が、29.8％であった。知的障害、発達障害、精神障害で

は、「ある」、「少しある」が５割を超える回答となった。 

・自立支援協議会より、地域課題から抽出した目指すべき地域像として、「障害のある

なしに関わらず、互いのことを理解する機会を増やし、互いを認め合い、支え合うこ

とのできる地域づくりを目指す」という意見がありました。 

・障害特性への理解不足や偏見により、日常生活や地域活動等において不利益や生き

づらさが生じている状況があります。障害の多様化等が進む中で、相互理解を深め、

誰もが安心して暮らせる社会づくりが求められており、障害理解を促進し地域共生

社会の実現をめざす施策を更に推進していく必要があります。 

 

【取組の方向性】 

○ 区民及び事業者が、障害、障害者及び障害の社会モデルの考え方に関する知識を

培うことにより、障害に対する理解を深め、適切に行動するための周知・啓発の推

進 

○ 障害者等が安心して外出できる環境の整備、地域との交流・つながりの促進 

○ 障害当事者の権利擁護としての差別解消の推進 

 

【関連する施策番号】 

（今後反映） 
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重点取組２ 精神障害施策の推進 

 

【背景・課題】 

・国連勧告及び国の基本指針で示す「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの

構築」の考え方に基づき、長期入院している区民に対する動機付け支援など地域移

行を継続して進める必要があります。 

・区におけるこれまでの取組みから、複合化・複雑化した問題を抱える方やサービスに

つながらない方の中には、精神障害を抱える方が多く潜在しているとみられており、

精神障害者や精神保健（メンタルヘルス）上の課題を抱える区民等（以下「当事者」と

する。）が必要な支援につながり地域で安心して暮らせるよう施策を推進する必要

があります。 

・障害の状態が固定されないという精神障害の特性に対応できる支援体制を充実さ

せる必要があります。 

・こころの病気は誰でも罹りうるものである一方、差別や偏見が依然としてあること

から、その解消に向けて、当事者の実際の姿や声を施策に反映するなど、当事者や

ピアサポーターとの協同*を進める必要があります。 

 

【取組の方向性】 

○ 精神科病院の入院者の意向を踏まえた地域移行の着実な推進 

○ 当事者の地域における生活の定着支援の強化 

○ 当事者・ピアサポーターとの協同*の推進 

 

【関連する施策番号】 

（今後反映） 
 
*「協同」は、働く場面に限らず、茶話会や交流などの当事者同士の支え合いも含め、当事
者・ピアサポーターと共に取組みを進める考えを示すもの。 
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重点取組３ 高次脳機能障害施策の充実 

 

【背景・課題】 

・令和８年４月に高次脳機能障害者支援法が施行され、地方公共団体には、高次脳機

能障害者に対する支援に関する施策を総合的かつ計画的に策定することが求めら

れています。 

・「世田谷区高次脳機能障害者支援における基本的な考え方」を踏まえ、支援体制の充

実を図る必要があります。 

・高次脳機能障害は、本人・家族が障害を理解し、必要な支援につながるまでに時間を

要する場合があることから、周知・啓発や早期に支援につながる仕組みが必要です。 

・高次脳機能障害の困り感は生活全般に及ぶことから、相談支援・医療・福祉・就労・教

育など多様な支援機関の連携が課題となっています。 

 

【取組の方向性】 

（取組の方向性については、「（仮称）世田谷区高次脳機能障害者支援における基本的

な考え方」検討会において検討予定。） 

 

【関連する施策番号】  

（今後反映） 
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重点取組４ 医療的ケア児・者の支援 

 

【背景・課題】 

・医療的ケア児・者*が成長や心身状況の変化に応じて、必要な支援やサービスを継続

して選択・利用できるよう、医療的ケア相談支援センターを核とした専門人材の育

成・連携体制を充実させる必要があります。 

・医療的ケア児・者が、地域の一員として様々な活動に安心して参加し、他の人ととも

に学び・遊び・働き・関わりながら当たり前の生活を送ることができるよう、環境整

備及び支援体制の充実が求められています。 

・医療的ケア児・者を支えるきょうだいを含む家族の身体的・精神的負担を軽減するた

め、実態やニーズに即した相談支援やレスパイトなどのサービス拡充が必要となりま

す。 

・保育園、学校、生活介護事業所などにおいて、医療的ケアに対応可能な施設・サービ

スを、量・質の両面からさらに充実させる必要があります。 

・医療・福祉・保育・教育等の関係機関が平時から連携し、災害時においても安心して

在宅避難を継続できるよう、地域の支援体制や互助の仕組み、顔の見える関係づく

りを進める必要があります。 

 

【取組の方向性】 

○ ライフステージに応じた切れ目のない支援体制の確保 

○ 地域社会での多様な参加と体験を実現できる機会の創出 

○ 医療的ケア児・者を支えるきょうだいを含む家族への包括的支援とレスパイトの充

実 

○ 医療的ケアに対応できる社会資源の量・質の拡充 

○ 関係機関の連携強化と災害時も含めた支援体制づくり 

 

【関連する施策番号】  

（今後反映） 

 
*医療的ケア児・者とは、日常生活を送るうえで、恒常的に医療的ケアを必要とする子ども
（児）および大人（者）をいう。 
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重点取組５ 災害への備えの推進 

 

【背景・課題】 

・障害者（児）実態調査では以下の回答がありました。 

①地域（町会・自治会、民生委員、周囲の人）に支援が必要であることを申し出てい

る人は 6.9％にとどまることや、停電に関する備えがないと回答する者が

46.7％など、平時における備えやコミュニケーションが十分ではない様子が見

てとれるため、地域と障害者のいる世帯との連携を図ることにより、地域防災力

を向上させる必要がある。 

②災害が発生したときに困ることや不安なこととして「薬や医療的ケアを確保でき

るかどうか不安」が 39.0％と最も多く、次いで「一人では避難できない」、「避難

所で必要な支援が受けられるか不安」、「避難所の設備が障害に対応しているか

不安」の順となっている。また、日常的な備蓄やローリングトックについては、

34.4％の方がしてないと答えている。 

・防災情報や災害時の避難情報などを確実に得ることができるよう情報提供・取得手

法のあり方を検討する必要があります。 

 

【取組の方向性】 

○ 情報コミュニケーションの難しい障害者のための緊急事態における支援の検討 

○ 災害時の在宅避難を安心して継続するための備蓄等の促進 

○ 障害者や事業者・施設、地域住民等による「災害に備えるつながり」の更なる推進 

 

【関連する施策番号】  

（今後反映） 
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重点取組６ 地域生活を支える仕組みづくり 
 

【背景・課題】 

・障害者（児）実態調査では、「自分の健康や医療について困っていること」として障害

の重度化や難病の悪化を挙げた人が 12.6％、「主な介助者または支援者に関する

不安」として介助者自身の高齢化を挙げた人が 24.1％に上っており、障害者等の重

度化・高齢化や「親亡き後」の問題が進行する中、緊急時や支援者不在時への対応、

施設・病院からの地域移行の推進、親元からの自立を支える相談・支援体制の充実

を図り、障害者やその家族が安心して地域で暮らし続けられるよう取り組みを進め

る必要があります。 

・障害者の地域生活への移行と継続支援を目的として開所した、東京リハビリテーシ

ョンセンター世田谷を中心に、地域課題として入所施設からの地域移行支援、地域

移行後の生活継続支援の検討を進める必要があります。また、障害者の希望する暮

らし方は様々であり、それぞれにあった生活を選択できるよう、各種支援体制の充

実が必要です。 

・重度障害者向けグループホーム等の整備においては、近年の建設費高騰や専門的ス

キルを持った人材の不足等の影響も受け、新たな事業者参入が期待しにくい状況に

あります。そうした中、医療的ケアや強度行動障害など特に支援を必要とする方を受

け入れるため、障害特性に応じた施設整備を推進していく必要があります。 

・障害者（児）実態調査では、「福祉施設利用後に困っていることはありますか」という

問いに対し、「通所先の送迎者やヘルパー等の支援により帰宅するが、家族または支

援者が不在の場合、自宅で過ごすことが難しい」との回答が 14.3％あり、１８歳を超

えた障害者が通所施設利用後に使える放課後等デイサービスと同等のサービスを含

め、障害者の社会参加や家族の就労継続支援として、居場所づくりに関する取組み

を進める必要があります。 

 

【取組の方向性】 

○ 地域生活支援拠点等、緊急時の対応や施設等からの地域移行推進を担う取組の実

施 

○ 専門的なスキルを持った人材育成の強化 

○ 重度障害者向けグループホームの整備の推進 

○ 障害福祉サービス等終了後の夕方の時間帯における支援等、家族の離職を防止す

るための施策の推進 

 

【関連する施策番号】  

（今後反映） 

  



 

42 

 

重点取組７ 人材の確保・定着・質の向上 
 

【背景・課題】 

・障害福祉サービス提供事業所向けの実態調査では、職員の過不足状況について、

「大変不足している」「不足している」「やや不足している」が合わせて 72.8％となっ

ています。また、事業運営上の課題として、「スタッフの確保」が 46.9％と最も多く、

次いで「設備・スタッフなどが不足し量的に利用者のニーズに応えられない」、「スタ

ッフの人材育成」、「責任者など中堅人材の確保・育成」の順となっています。 

・早期離職が多く人材が不安定であるため、現場での効果的な育成が実施しにくい状

況があります。 

・複合化した課題に対して安定した支援を継続できるよう、支援者等がチームによる

支援技術や取組み事例を学ぶ必要があります。 

・障害理解や事業所の環境整備を進めることにより、新たな人材の確保に向けた施策

を推進する必要があります。 
 

【取組の方向性】 

○ チームでの支援の質を高める技術や、困難事例への対応・専門性を高める技術を

学ぶ等、職場の中核人材の育成につながる研修等の充実 

○ ボランティアを含めた新たな人材の確保に向け、障害理解を進めるための施策の

推進 

○ 人材確保・定着に向けた取り組みを支援するための事業所の環境整備の推進 

○ 施設や事業所の職員等の心身の健康を守る取組の推進 

 

【関連する施策番号】  

（今後反映） 
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重点取組８ 多様な働き方の拡大 
 

【背景・課題】 

・国の障害者基本計画において、雇用・就業は、障害者の自立・社会参加のための重要

な柱であり、短時間雇用など、障害者の働きやすい多様な雇用・就業形態の促進を

図ることとしています。 

・障害者（児）実態調査においては、現在施設等に通所し今後一般企業への就職を望ん

でいる方に、「就職にあたりどんな支援を希望するか」を聞いたところ、「仕事への適

性の見極め」が 61.8％と最も多く、次いで「企業等での体験実習」、「求職活動の支

援」、「障害がある人が働く企業等の見学」の順となりました。 

・障害者がその能力や特性に応じて働くための機会の創出に向けて、就労相談から就

労後のフォローまで一体的な支援体制のもと、自らの意思に基づき、自らが望む働

き方を選択することができるよう、多様な業種／職種や就労形態等の事業所見学や

就労体験の場を確保し、就労に結び付ける支援が必要になります。 
 

【取組の方向性】 

○ 自らの意思に基づき、自らが望む働き方につなげるための就労支援の充実 

○ せたジョブや農福連携事業をはじめ、就労に向けた自身が望む働き方を見極める

ための事業所見学や仕事体験の場の充実や就労マッチングの推進 

 

【関連する施策番号】  

（今後反映） 
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重点取組９ 情報コミュニケーション推進・アクセス手段の確保 
 

【背景・課題】 

・情報コミュニケーション・アクセスは、自身の意思表明、自己決定、望む生活の選択の

前提となります。特に災害時において、情報コミュニケーション・アクセスは限定的な

手段になりがちですが、障害者にとっては災害時こそ確保できていないと生命の危

機につながるため、平時から様々な手段を確保しておくことが必要です。 

・障害者（児）実態調査では、人とのコミュニケーションが「一人でできる」が 63.2％で

あるに対し、「一人ではできない」が 30.4％となっています。情報を入手する際やコ

ミュニケーションをとる際の困りごとが「特にない」は 39％であるのに対し、「初め

て行くところでは、不安になる」が２割半ばで、社会全体としては情報コミュニケーシ

ョンに関し課題が多く存在しています。 

・全ての障害者があらゆる分野の活動に参加し自立した生活を送るため、情報の十分

な取得や利用、円滑な意思疎通が重要であり、情報コミュニケーション支援の推進が

求められています。 
 

【取組の方向性】 

○ 障害児者の情報コミュニケーションやアクセスについて様々な手段の確保 

○ 聴覚障害や視覚障害のある方への情報バリアフリーの推進 

○ 重度障害のある当事者の意思表出や意思疎通の支援を充実 

 

【関連する施策番号】  

（今後反映） 
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第４章 施策の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※高次脳機能障害者支援に関する取組みについては、今後の掲載予定 

  

第４章では、第３章で定める施策の体系に基

づき、各施策を構成する施策（事業）につい

て、令和 9 年度から令和 11 年度までの３年間

における施策展開の方向性や方策を定めます。 
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１．障害に対する理解の促進及び 

障害を理由とする差別の解消 

 

これからの地域づくりや SDGs の達成において、「多様性」の尊重は不可欠です。皆

が同じである必要はなく、一人ひとりの違いや価値観を相互に認め合い、誰もが自分ら

しく生きていける「インクルーシブ社会」の実現が求められています。これは、個々の特性

が多様化する障害分野においては最も根幹となる考え方です。 

障害者が住み慣れた地域で安心して暮らすためには、周囲の理解と受け入れによる

包容ある地域づくりが大切です。しかし、区の実態調査では、希望する暮らしの実現に

「周囲の人の障害への理解」を求める声が最も多く挙げられています。また、約 3 割の方

が仕事や日常の様々な場面で差別や偏見を感じた経験がある等、「世田谷区障害理解

の促進と地域共生社会の実現をめざす条例」や「差別解消法」が浸透しきれていないと

いう課題も浮き彫りになっています。 

こうした現状や、障害は個人の心身機能ではなく社会の側の障壁によって生じるとい

う「障害の社会モデル」の考え方を踏まえ、区民全体で障害に対する理解を深める取り

組みを一層進める必要があります。そのためには、障害のある人とない人が同じ社会の

一員として交流し、互いを認め合う「相互理解」の機会を充実させることが重要です。 

さらに、障害当事者の一人の人間としての尊厳と権利が確実に守られる社会とする

ため、本人の希望を尊重する意思決定支援の充実や、権利擁護体制の強化を図る必要

があります。国連勧告等の動向も踏まえ、障害を理由とする差別や虐待を防ぐ意識を地

域に浸透させるとともに、誰もが安心して相談できる体制を整備し、地域共生社会の実

現を目指します。 

 

●柱１の施策イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域 

施策（1）理解する 

理解浸透や活動参加 

施策（２）守る 

権利擁護 

合理的配慮の推進 

世田谷区 
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（１）理解する －社会全体に障害理解を浸透させる－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 地域共生社会の実現に向けた地域づくりの促進    〔障害施策推進課〕 

「世田谷区障害理解の促進と地域共生社会の実現をめざす条例」に基づき、地域共

生社会の実現に向けた施策を講じます。また、条例の趣旨を広く区民に普及・啓発を

行うなど、機能に障害のある区民のみならず、様々な状況及び状態にある区民が多

様性を尊重し、価値観を相互に認め合い、安心して暮らし続けることができる地域共

生社会の実現に向けた取組みを行います。 

 

2. 講演会やシンポジウムなど啓発事業の充実     〔障害保健福祉課〕 

地域で適切な合理的配慮が図られるよう、様々な障害や特性等に関する理解促進

に向けた広報を進めます。 

 

3. 区内小・中学校等での福祉学習の実施     〔生活福祉課〕 

社会福祉協議会において、区内小・中学校等での福祉学習や企業への研修等を行

い、福祉に対する理解の向上をめざします。また、運営支援を担う地区サポーターの

養成を行います。 

 

4. こころの健康づくりや精神障害に対する普及啓発と理解促進  

      〔健康推進課、保健福祉センター健康づくり課、障害保健福祉課〕 

保健センターや健康づくり課において講演会を実施し、広く区民に対する精神障害

や精神疾患への理解促進を図ります。 

また、講演会や地域のさまざまな場において、当事者やピアサポーターが自身の経

験を語る機会を設け、普及啓発を推進します。 

 

 

「選択」 

を支える 

自分らしい暮らしの実現のため、障害者やその家族が選択できる

候補が充実するよう、また、当事者の選択が地域において受け入

れられ、尊重されるよう、障害に対する理解を広め、地域における

相互理解を深めます。 

関連する 

SDGs 
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5. 小学校と連携した障害理解の促進（手話講師の派遣）    〔障害施策推進課〕 

区立小学校と連携して、3 年生から 6 年生の「総合」の学習において、希望する学

校に手話講師を派遣し、手話による簡単な日常会話の習得を通じて、障害理解の促

進に取り組みます。 

 

6. 手話講習会の実施        〔障害施策推進課〕 

聴覚障害者や音声・言語障害者と健聴者との意思疎通を支援する地域の人材を確

保するため、手話技術や聴覚障害者等への理解等を学ぶ手話講習会を実施します。

手話講習会は、体験・初級・中級・専門のコースを昼間と夜間に実施し、段階的に手話

技術等の向上を図るとともに、区の手話通訳者の養成や東京都の手話通訳者等養成

講習会の受講につなげます。 

また、令和８年度からは申込要件を「１８歳以上」から「中学生以上」に拡大するとと

もに、初級・中級・専門・体験コースのほかに「小学生クラスコース」も新設し、より幅広

い年齢層に手話を学ぶ機会を提供できるよう取り組みます。 

 

7. 社会福祉協議会による地域支えあい活動の推進   〔生活福祉課〕 

社会福祉協議会は、ふれあい・いきいきサロン、子育てサロン、支えあいミニデイや

子ども食堂等の新規の立ち上げ支援や継続的に活動ができるよう運営支援を行うこ

とで、地域住民主体の地域活動を推進します。 

また、それぞれの活動を通して、参加する子ども、高齢者や障害者等の居場所とな

るための支援を行います。 

 

8. 社会福祉協議会による住民活動の促進及びネットワーク化支援 〔生活福祉課〕 

社会福祉協議会は、地域の活動団体や事業者など多様な社会資源への訪問調査や

地域ケア会議への参加を通し、地域課題を把握・分析し、地域住民との情報共有を図

ります。 

地域課題解決にあたっては、既存の社会資源のネットワークである地域の見守りや

支えあい活動を支援するにとどまらず、居場所等の活動の場づくりをはじめ新たな

生活支援サービスの創出に取り組みます。 
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9. ボランティア活動への支援      〔生活福祉課〕 

ボランティアへ参加する機会の提供や、ボランティアの養成に取組む世田谷ボラン

ティア協会の運営を支援します。 

 

10. 区職員の接客・接遇の向上      〔研修担当課〕 

一人ひとり異なるニーズや必要な配慮について、相手の立場で考え、状況に合わせ

た丁寧で柔軟な応対を行うため、接遇・応対力向上マニュアルを活用し、区職員の接

遇研修を実施します。 

 

11. 区職員に対する福祉体験研修等の実施    〔研修担当課〕 

区の採用１年目職員を対象に、車椅子等の体験や障害当事者との意見交換を通し

て障害に対する理解の向上や区職員としての意識の醸成につなげる障害福祉体験の

研修を実施します。また、障害への理解や差別解消の促進を図るため、人権意識の醸

成を目的とした研修を、採用時や採用後一定間隔で繰り返し実施します。 

 

12. 区民ふれあいフェスタの開催       〔障害施策推進課〕 

障害理解や障害者の自立と社会参加の促進等を図るため、障害者週間（毎年12月

3 日から 9 日まで）記念事業として、区民ふれあいフェスタを開催します。 
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（２）守る －当事者を権利侵害から守る－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13. 障害を理由とする差別の禁止及び合理的配慮の実施に関する普及啓発の推進 

          〔障害施策推進課〕 

「世田谷区障害理解の促進と地域共生社会の実現をめざす条例」では、区及び事業

者に対して、障害を理由とする差別の禁止や合理的な配慮をしなければならないこ

とを定めています。区では、障害者差別の解消や合理的配慮の提供について、障害者

や事業者、区職員からの相談に適切に対応します。 

また、「世田谷区障害理解の促進と地域共生社会の実現をめざす条例」に基づき、

簡易スロープ等の物品助成のような合理的配慮を提供するため施策に取り組みます。 

 

14. 区役所内での対応事例の共有と実務への反映    〔障害施策推進課〕 

障害者や事業者、区職員等からの相談等の情報を集約・分析し、全庁的な情報共有

とともに啓発・周知を図ります。また、自立支援協議会と課題の共有を図るとともに、

事業者等に対して、合理的配慮の提供に向けた情報発信を行います。 

また、区職員向けに作成している障害を理由とする差別を解消するためのガイドブ

ックについて、定期的に内容を見直し、最新の相談事例を掲載する等により、区職員

の障害理解や応対スキルの向上を図ることで、障害者が区にアクセスしやすい環境を

整備し、障害者の行動の選択肢の拡大に務めます。 

 

15. 障害者虐待防止の推進        〔障害施策推進課〕 

障害者や支援者、事業者、区職員に対する研修を開催し、虐待に対しての問題意識

の向上を図ります。また、虐待防止ハンドブックを積極的に活用し、区民に向けて幅広

い普及・啓発活動を展開します。 

 

「選択」 

を支える 

希望する暮らしを実現することができるよう、一人ひとりの相互

理解のもと、障害当事者の意思を尊重し、選択の後押しを行いま

す。また、安心した選択ができるよう、区がセーフティネットの役割

を担いながら、権利擁護や差別解消、虐待防止に取り組みます。 

関連する 

SDGs 
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16. 自立支援協議会虐待防止・差別解消・権利擁護部会の開催   〔障害施策推進課〕 

障害当事者、支援者、専門家の意見を参考に、時代と状況に合わせ、障害者差別解

消ガイドブック、障害者虐待防止ハンドブックの改訂を継続して行います。また、国連

障害者権利委員会からの成年後見制度に関する懸念等を踏まえ、意思決定を尊重す

る支援の改善や権利擁護について議論し、障害者が自分らしい生活を送れるように、

必要な検討を重ねます。 

 

17. 緊急一時保護施設等の活用      〔障害施策推進課〕 

障害者の生命と安全を守るため、短期入所施設等の居室を安定的に確保し、緊急

の際等に、より迅速に保護できる環境を整備します。また、各施設との連携を強化し、

受入れ体制の拡大を図ります。 

  

18. 成年後見制度の利用促進・支援      〔生活福祉課〕 

権利擁護の支援や本人の意思決定を尊重した成年後見制度の利用促進に向けて、

中核機関を設置し、制度の普及・啓発を図るとともに制度利用を進めます。また、増

加する障害者等の権利擁護を支援する体制を確保するため、区民成年後見人研修を

開催し、区民成年後見人を養成します。 

 

19. 申立て及び親族後見人支援     〔生活福祉課〕 

親族に後見申し立てを考えている人へ、申し立て支援を行い、希望する親族につい

ては、後見人の候補者の推薦を成年後見センターで行います。親族が後見業務を行う

場合に、安心して業務に取組むことができるよう、相談会の実施や、定期報告書類作

成を援助するなど後見等活動を支援します。 
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20. 成年後見区長申立ての実施     〔生活福祉課〕 

虐待や親族が不在等の理由により、親族等が家庭裁判所に申し立てを行うことが

困難な人を対象に、知的障害者福祉法、精神保健福祉法に基づき、区が親族等に代

わり、迅速に後見等の審判の申し立てを行います。 

 

21. 申立て費用及び後見報酬の助成     〔生活福祉課〕 

家庭裁判所に申立てする場合、申立て費用が必要となりますが、生活保護受給者

や住民税所得割非課税などで申立て費用を支払うことが困難である方に対し、申立

て費用の助成を行います。なお、弁護士や司法書士などの専門家に申立ての手続き

を依頼した場合の支援手数料も助成対象としており、煩雑な手続きは専門家に任せ、

気軽に制度を利用できるよう支援します。 

また、後見人等や後見監督人等が選任された場合、報酬が必要となりますが、申立

て費用の助成と同様、生活保護受給者や住民税所得割非課税などで報酬を支払うこ

とが困難である方に対し、報酬の助成を行います。 

 

22. 権利擁護支援の地域連携ネットワークの強化   〔生活福祉課〕 

成年後見センターは、地域連携ネットワークの中核機関として、弁護士、司法書士や

社会福祉士等の多職種と連携し、後見業務を適正に実施します。さらに、制度利用を

必要とする高齢者や障害者の早期把握と、包括的な支援に向けて専門職団体との連

携を進め、ネットワークを強化します。 

 

23. 支援者による意思決定支援の浸透         〔生活福祉課〕 

本人の自己決定権を尊重し、本人の意思及び選好や価値観を反映させる意思決定

支援の取組みが支援者や地域住民に浸透するよう研修等を通じて継続的に普及・啓

発を行います。 

 

24. 法人後見の新たな担い手の育成     〔生活福祉課〕 

中核機関は、比較的長期間にわたり制度を利用される障害者や、対応に時間を要

する事例など、制度利用の増加が見込まれる中、新たな法人後見の担い手確保のた

め、法人後見実施団体を育成するためのしくみや基準づくりを進め、法人後見実施団

体との情報共有や交流に取り組むとともに、新たな法人が法人後見を実施する際に

は、監督人を積極的に受任し社会福祉協議会で蓄積した法人後見のノウハウや経験

を提供し、支援します。 
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25. 地域福祉権利擁護事業（あんしん事業）の実施   〔生活福祉課〕 

社会福祉協議会において、障害により、生活に不安がある人やサービスの利用手

続きが難しい人を対象に、福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理、書類等の

預かり等を行い、日常生活を支援します。 
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２．安心して暮らし続けることができる地域づくり 

 

価値観の多様化や世帯の縮小化等により福祉ニーズが複雑化・高度化する中、障害の

重度化・高齢化や「親亡き後」の問題、一人暮らしにおける緊急時の不安などを抱える区

民が一定数存在しています。これらに対応するためには、多様な担い手や多職種が連携

し、多くの関係者の協力によるきめ細やかな見守りや支援が欠かせません。 

本区では、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、困りご

とを抱えたすべての区民を対象に「医療」「介護・福祉サービス」「住まい」「予防・健康づ

くり」「生活支援」が一体的に提供される世田谷版地域包括ケアシステムの推進に取り組

んできました。近年の多様化したニーズに応え、「就労」「教育」「社会参加」「防犯・防災」

を新たな要素として加えるとともに、区民に身近な地区で伴走する体制を強化してきま

した。今後は、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築や、実態調査でも不安

の声が多かった災害時の避難体制・医療的ケアの確保など、安全・安心を支える仕組み

の充実に取り組む必要があります。 

また、障害施策においては、ライフステージにわたり切れ目のない支援を提供するこ

とが重要であるため、多機関・多職種との連携を強化し、本人の意思決定を支援しなが

ら、一人ひとりの状態や希望に沿った生活を選択・実現できる体制を構築する必要があ

ります。実態調査では、介助者の高齢化や「自分の時間が持てない」といった家族の切実

な悩みが浮き彫りになっています。そのため、家族の離職防止策に加え、18 歳以上の障

害者の通所施設利用後の居場所づくりや、レスパイト事業の拡充など、当事者だけでな

く介助する家族への包括的な支援の充実に取り組みます。 

さらに、安心した暮らしを支える人材の確保・定着は極めて重要な課題であり、実態

調査からは区内事業所の多くが深刻なスタッフ不足であることがうかがえます。世田谷

区福祉人材育成・研修センター等の関係機関と連携し、強度行動障害など専門的スキル

を持った人材の育成・定着支援に取り組むとともに、ICT 機器の導入など事務・介助負

担の軽減に向けた業務の DX を後押しし、支援の質の維持・向上を図ります。 
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●柱２の施策イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策（６）望むライフスタイル 

を実現する 

住まいの確保 

地域 

施策（３）つながる場をつくる 

交流 

施策（10）家族を支援する 

介助する家族の支援 

世田谷区・事業所等 

施策（4）連携して支援する 

多機関・多職種連携 

施策（9）いつでも相談できる 

相談支援 

施策（11）サービスの質を向上する 

福祉人材の確保・育成 

施策（５）安心できる

暮らしを確保する 

緊急対応・健康等 

施策（８）出かけやすい街をつくる 

ユニバーサルデザインのまちづくり 

施策（７）毎日の暮らし

をサポートする 

福祉・医療サービス 
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障害者の地域生活支援拠点等の整備について 

 

地域生活支援拠点等とは、障害者の重度化・高齢化や「親なき後」を見据えた、地域生

活支援のための機能をもつ場所や体制のことです。世田谷区では主な機能として、相談、

緊急時の受け入れ・対応、体験の機会・場、専門的人材の確保・養成、地域の体制づくり

の５つを柱としています。 

５つの機能の強化を図りながら、地域生活への移行や地域生活の継続を推進し、障害

者や障害児が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるための支援を行います。 

なお、令和６年度から障害者総合支援法に位置付けられるとともに、その整備に関す

る区市町村の努力義務が設けられています。 
 

主な機能 機能の説明 施策の取組 

①相談 

平時から緊急事態における支援が見

込めない世帯を事前に把握・登録し

た上で、常時の連絡体制を確保し、

緊急事態等において、必要なサービ

スの調整や相談その他必要な支援を

行う機能 

26．障害者や家族の緊急時の対応 

〔障害施策推進課〕 

介護をしている家族の急病など緊急

時の際に、障害者本人が当面の生活

を継続していけるよう、短期入所施

設の手配やヘルパー派遣などのコー

ディネートを行う緊急時バックアップ

センター事業を実施します。家族全

体の調整や生活の立て直しが必要と

判断した場合には、適切に保健福祉

センター保健福祉課へ繋げるなど相

談支援機関と連携します。 

②緊急時の受け

入れ・対応 

短期入所事業所等を活用した常時の

緊急受入体制を確保した上で、緊急

事態における受け入れや医療機関へ

の連絡等の必要な対応を行う機能 

③体験の機会・

場 

障害者支援施設や精神科病院等か

らの地域移行や親元からの自立に当

たって、共同生活援助等の障害福祉

サービスの利用や一人暮らしの体験

の機会・場を提供する機能 

２７．体験の機会・場の充実 

〔障害施策推進課〕 

障害者支援施設や精神科病院等

からの地域移行、親元からの自立の

促進に向け、必要な助言等を受けな

がら段階的な生活力の向上を図りま

す。 

このことを通じて退院後や将来の

ひとり暮らしなどの地域生活を具体

的にイメージできるよう、体験の機

会・場の充実を図ります。 

 

２８．障害者入所施設(地域生活移行

型)等からの地域移行の支援 

〔障害者地域生活課〕 

 障害者支援施設梅ヶ丘等の入所者

の地域移行を推進するため、「（仮

称）入所施設からの地域移行ガイド

ライン」を作成し、入所施設と関係機

関との連携を図り、重度障害者の地

域移行支援が円滑に進むよう取り組
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みます。また、グループホームにおい

て本人の希望に応じて一人暮らし等

に向けた支援が提供されるよう取り

組みます。 

④専門的人材の

確保・養成 

医療的ケアが必要な者や強度行動障

害を有する者、高齢化に伴い重度化

した 障害者等に対して専門的な対

応を行うことができる体制の確保

や、専門的な対応ができる人材の養

成その他地域の実情に応じて、創意

工夫により付加する機能 

２９．専門的人材の確保・養成 

〔障害施策推進課〕 

世田谷区福祉人材育成・研修センタ

ーなどと連携した研修を実施し、強

度行動障害のある方への支援など、

専門的な対応を行うことができる体

制の確保や、人材の養成に取り組み

ます。 

⑤地域の体制づ

くり 

地域の様々なニーズに対応すること

ができるサービス提供体制の確保、

地域の社会資源の連携体制の構築

等を行う機能 

３０．地域生活を支えるネットワーク

の強化 

〔障害施策推進課〕 

緊急時バックアップセンターを中

心に、地域生活支援拠点等に関係す

る機関や事業所等と連携し、情報共

有や課題について意見交換を行うな

ど、障害者の地域生活を支えるネッ

トワークの強化を図ります。 

 

３１．地域生活支援拠点等の機能を

担う機関の拡充 

〔障害施策推進課〕 

 地域生活支援拠点等の機能を担う

障害福祉サービス事業所等の拡充を

図ることにより、地域の支援体制の

強化を推進します。 
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（３）つながる場をつくる －当事者が使いやすい交流の場をつくる－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32. 施設における地域交流の促進     〔障害者地域生活課〕 

各施設において、定期的にイベント等を開催し、地域住民に参加してもらい、利用者

や施設の活動紹介のほか、自主生産品の販売など、地域の人との交流を行うことに

より、障害理解の促進を図ります。 

 

33. 発達支援親子グループ事業の充実      〔子ども家庭課〕 

児童館や拠点園等の地域施設において相談等につながりにくい親子が、支援機関

につながるきっかけとなるよう、子どもの遊ぶ様子を見ながら、専門職（心理士等）へ

相談できる機会の提供を実施します。 

 

34. 精神障害のある方の交流機会の充実     〔障害保健福祉課〕 

精神障害のある方が地域で孤立せず、交流や支え合いにつながる機会を持てるよ

う、精神障害者ピアサポート活動団体補助事業による団体活動への支援や、地域障害

者相談支援センター“ぽーと”の居場所づくりの取組みを進めます。 

  

「選択」 

を支える 

障害者や家族が、目的などに応じて居心地のいい場所を選択し、

安心して参加し、過ごすことができるよう、身近な地域の中におい

てちょっとした相談や交流をもつことができる多様な場づくりを

進めます。 

関連する 

SDGs 
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（４）連携して支援する －縦割りにならない支援を実現する－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35. 自立支援協議会の運営       〔障害施策推進課〕 

障害当事者や様々な分野の専門職など、区から委嘱された委員が参画する自立支

援協議会を運営することにより、地域における障害者等への支援体制の構築と、地域

での課題解決を推進し、障害者（児）が安心して地域で自立した生活を継続すること

のできる社会の実現をめざします。 

 

 

36. 複合的な課題を抱える方に対する相談支援    〔障害保健福祉課〕 

発達障害や精神障害等の障害特性に加え、生活困窮や虐待、ヤングケアラーの状況

など複合的な課題を抱える障害者等が必要な支援につながることができるよう、地

域障害者相談支援センター“ぽーと”、総合支所保健福祉センター、指定特定相談支援

事業所等が連携して相談支援を行います。また、対応が困難な事例については、基幹

相談支援センター等による専門的助言や関係機関との支援方針の共有を通じて、地

域の相談支援体制の充実を図ります。 

 

37. 医療的ケア連絡協議会の運営      〔障害保健福祉課〕 

医療的ケア児・者とその家族が地域で必要な支援を切れ目なく円滑に受けること

ができるよう、保健、医療、福祉、保育、教育等の関係機関が一堂に会し、分野間の連

携や支援資源の偏在、個別ニーズへの対応の難しさといった課題を共有・整理し、更

なる支援体制の充実をめざします。 

  

「選択」 

を支える 

障害者本人が、数ある保健・福祉等のサービスの中から適切なも

のを選択し、自らが希望する暮らし方を実現できるよう、多機関・

多職種連携のもと、多様な担い手からなる選択をサポートする体

制づくりを進めます。 

関連する 

SDGs 
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38. 「精神障害者等支援連絡協議会」の運営     〔障害保健福祉課、健康推進課〕 

精神障害の有無や程度に関わらず、安心して自分らしく暮らすことのできる「精神

障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を推進するため、精神障害者等支援

連絡協議会において、保健・医療・障害福祉・高齢福祉・住宅部門等の関係機関や当事

者・ピアサポーターとの課題を共有するとともに、連携強化を図り、精神障害施策の

充実に取り組みます。 

 

39. 未治療や治療中断、精神症状の不安定な区民への訪問支援  〔健康推進課〕 

保健師や精神保健相談員、医師等で構成する「多職種チーム」が、地区担当保健師

と連携し、支援が必要な未治療や治療中断等の精神障害者等への訪問支援を行いま

す。また、区長同意での医療保護入院や措置入院等の機会を捉え、退院後の支援の計

画化を図り、疾病の再発防止や安定的な地域定着に向けた支援を行います。 

 

40. 精神科病院に長期入院している区民への訪問支援  〔障害保健福祉課〕 

精神科病院に長期入院している区民一人ひとりに対し、退院に向けた生活イメージ

づくり、生活環境の調整、意思決定支援等を行うとともに、ピアサポーターによる動

機付け支援を行う等、本人の希望する生活の実現に向けた支援と権利擁護に取り組

みます。退院を後押しする病院スタッフ及び地域の支援者と連携し、地域移行のため

の体制づくりを行います。 

 

41. 障害児施設職員等の医療連携の充実     〔障害保健福祉課〕 

発達や発育の遅れ、配慮が必要な子どもを適切な時期に支援するため、医療関係

や療育支援機関との組織的な連携強化に取り組みます。 

 

42. 乳幼児健診の確実な実施と健診後の早期支援の実施  〔健康推進課〕 

乳幼児健診を確実に実施し、要支援者の早期把握を行います。加えて、各保健福祉

センター健康づくり課でのフォローグループや関係機関との連携を行い、発達が気に

なる乳幼児とその保護者への適切な支援を実施します。 
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43. 発達が気になる子どもへの支援における中核的拠点と民間支援  

          〔障害保健福祉課〕 

保健センター乳幼児育成相談及び発達障害相談・療育センター「げんき」は、子ども

の発達支援における中核的拠点施設として、専門的な相談・アセスメント及びフィード

バック、関係機関支援、（保育園、幼稚園、民間の障害児通所支援などのスキルアッ

プ）、保護者支援、（交流・学習の機会、自助グループの活動支援など）、複合的課題を

有するケースの支援などの支援を行います。 

また、保健センター乳幼児育成相談及び発達障害相談・療育センター「げんき」は、

民間の障害児通所施設に対して技術的なバックアップを通した交流を図るとともに、

有機的な連携が行えるよう体制づくりを進めます。 

 

44. 発達障害支援における多様な機関の連携     〔障害保健福祉課〕 

区の乳幼児期の支援に関わる機関が集まる「乳幼児期支援機関連絡会」を定期的

に実施し、途切れのない支援体制の構築に向けて各機関の連携強化を図ります。 

保健センター及び発達障害相談・療育センターと民間障害児通所施設とが集まる

「地域児童発達支援連絡会」を定期的に実施し、有機的な連携が行えるよう体制づく

りを進めます。 

 

【再掲】地域生活を支えるネットワークの強化         〔障害施策推進課〕 

緊急時バックアップセンターを中心に、地域生活支援拠点等に関係する機関や事

業所等と連携し、情報共有や課題について意見交換を行うなど、障害者の地域生活

を支えるネットワークの強化を図ります。 
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（５）安心できる暮らしを確保する －当事者が不安なく日常生活を送れる環境をつくる－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45. 災害に備える互助体制の確立       〔障害保健福祉課〕 

医療的ケア児・者世帯等の災害に備えた自助・共助（互助）の啓発及び地域住民の

理解促進に引き続き取り組みます。医療的ケアの内容やニーズを踏まえた個別避難

計画の作成（在宅避難等の様な避難のあり方含む）や、医療機器の予備電源・必要物

品の備蓄など、平時からの備えを促進するとともに、医療的ケア児・者世帯と近隣住

民、ボランティア等が、災害時に安否確認や連絡調整を行える“つながり”づくりの支

援に取り組みます。区内の医療・福祉・教育等の関係機関や事業者との連携を強化し、

地域全体の支援力の向上をめざします。 

 

46. 避難行動要支援者支援の推進       〔保健医療福祉推進課〕 

平時より町会・自治会との協定締結を拡充し避難行動要支援者名簿の共有を進め

るとともに、避難行動要支援者の個別避難計画作成を通じた自助、共助の啓発を進

めます。 

 

47. 防災及び防犯の強化      〔障害者地域生活課〕 

福祉避難所の協定締結施設と連絡会等を開催し、福祉避難所に関する情報共有や

訓練に取り組むとともに、風水害時の障害者の避難場所等、緊急時に有効に機能す

るよう検討を進めます。併せて、協定締結施設の拡充を図ります。 

また、警察や町会等地域との連携を進めるとともに、防犯訓練等、防犯活動の取組

みの促進を図ります。 

 

「選択」 

を支える 

当事者参加のもと、災害時や緊急時の支援体制を確立し、障害者

の「安心して暮らせる」選択肢を充実させます。また、安心した暮ら

しには「健康であること」が大切な視点となるため、障害者が「健康

であること」を選択する環境づくりを進めます。 

関連する 

SDGs 
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48. 防災教室の実施            〔各総合支所地域振興課〕 

地域で行われる防災教室は、実施主体ごとに様々な取り組みを行っています。引き

続き、要配慮者も参加できる実施手法を検討することで、防災意識の啓発だけでなく、

災害時に助け合う地域ネットワークづくりを促進します。 

 

49. 救急通報システムの設置           〔障害施策推進課〕 

ひとり暮らし等の重度の障害者や難病患者の自宅に救急通報システムを設置し、容

態の急変時や事故等の際に、小型の無線発信機を押した場合に、民間の受信センター

の現場派遣員による応急対応や援助を行うとともに 119 番通報を行い、利用者の安

全や日常生活における安心を確保します。 

 

50. 震災等災害発生時への備えと保健医療体制の整備          〔健康企画課〕 

「災害医療運営連絡会」を開催し関係機関等と情報交換・合意形成を図りながら、

災害時医療救護体制の再整備を行います。また、発災直後に必要とする誰もが緊急

医療救護所を利用できるよう運営の更なる具体化を進めます。 

 

51. 消費者被害防止のための取組の充実    〔消費生活課〕 

各種広報媒体の活用、啓発紙への音声コード添付などにより、あらゆる区民を対象

とした消費者被害の未然防止のための啓発を図るとともに、消費生活相談員と福祉

部門（あんしんすこやかセンターなど）との連携により、適切な消費生活相談の体制を

構築します。 

 

52. 熱中症予防啓発活動の推進     〔健康企画課〕 

熱中症予防対策として「お休み処」を設置し、気軽に休憩できる場所を確保すると

ともに、啓発チラシ等への音声コード添付や、ホームページへのテキスト版の掲載に

より、あらゆる区民を対象とした熱中症予防の啓発を推進します。 

 

53. 健康づくりの普及啓発      〔健康企画課〕 

各種健康づくりイベントや講習会等を通じ、自分の健康に関心を持ち、ヘルスリテ

ラシー（健康に関する情報を探し出し、理解して、意思決定に活用し、適切な行動に繋

げる能力）を高めていけるような啓発を推進します。 
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54. 健康推進事業の実施      〔健康企画課〕 

専門職員の派遣による地域での健康づくり支援等を通じて、地域活動に参加して

いない区民等に対して、地域活動への参加を促すきっかけづくりなど、地域への新た

なアウトリーチ型の健康づくり支援に取り組みます。 

 

55. 障害者等への運動指導員等による健康づくり事業の実施  〔健康企画課〕 

障害者向け健康講座や障害者も利用できるマシン機器を取り入れた運動プログラ

ム等を充実するなど、障害者にとっても利用しやすい環境づくりを推進します。 

 

56. 健康プログラム事業の推進     〔健康企画課〕 

健康度測定・運動負荷測定・健康増進指導等を通じて、一人ひとりの健康状況につ

いて、健診・問診・体力測定等のメディカルチェックにより把握するとともに、個々の

健康状況等に応じた「運動・栄養・休養」のトータル面で捉えたきめ細かな運動指導等

のプログラムを提供します。 

 

57. 生活習慣病予防及び疾病予防のための健診や予防事業の実施   〔健康企画課〕 

生活習慣病の重症化予防事業等を通じて、障害の有無にかかわらず各種健診の機

会等を通じて、一人ひとりの健康状況や環境に応じたハイリスクアプローチや、健康

状態の改善に向けた取組みを推進します。 

 

58. がん検診の実施       〔健康企画課、健康推進課〕 

国が定める「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」を踏まえた対

策型がん検診の実施に努めるとともに、「障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る法律の施行に当たっての世田谷区の基本方針」等を踏まえ、障害者がより受診しや

すい環境整備を引き続き検討します。 

 

59. せたがや がやがや館における健康づくり事業の実施   〔市民活動推進課〕 

健康増進・交流施設（せたがや がやがや館）において、障害のある人もない人も体

力の維持や健康増進に取組むための場を提供するとともに、健康運動指導士による

健康教室や運動室を活用した運動プログラムを実施し、区民の健康づくりを支援しま

す。 
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60. 医療的ケアについての周知・啓発                   〔障害保健福祉課〕 

医療的ケア児・者とその家族の実情や日常生活における課題について、まず地域全

体で理解を深めることが重要であることから、ふるさと納税による寄附を活用した事

業の実施等を通じて広く周知・啓発を行い、地域での支えあいにつなげていきます。 

 

61. 医療的ケア児・者と家族の生活を支える支援体制の充実   〔障害保健福祉課〕 

医療的ケア児・者とその家族が安心して地域で暮らせるよう、児の成長・発達を支

えつつ、医療的ケア者の社会参加や保護者の就労継続を支援するなど、多様な支援

機能の充実に取り組みます。障害児・者通所施設や保育園、幼稚園、学校等関係機関

が、医療的ケア児・者の障害状況や特性、医療的ケア児者の支援の必要性等に応じて

役割や機能を果たせるよう、世田谷区医療的ケア相談支援センターを中心とした関係

機関のネットワーク構築を進めます。 

 

62. 就学支援シート・就学支援ファイルを活用した引継ぎの実施      〔支援教育課〕 

学校間の適切な支援の継続や教育と福祉の連携が引き続き図られるようになって

きているため、今後も取組みを継続します。また、学校や関係機関、保護者がそれぞ

れの役割を確かめ、必要な支援を行えるよう、活用の促進を図ります。 
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（６）望むライフスタイルを実現する －当事者が希望する暮らし方を選択できる－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

63. 希望する暮らし方を支える体制の強化 〔総合支所保健福祉課、障害施策推進課〕 

区内では、日常生活全般に介助や見守り等が必要な方が、重度訪問介護等の障害

福祉サービスを利用しながら自立生活をしています。アパート等での一人暮らし等や

グループホームなど、障害のある当事者が希望する暮らし方をライフステージや状況

に応じて選択できるよう、区や障害福祉サービス事業者、地域の関係機関が連携する

体制を強化します。 

 

64. 居住支援協議会との連携      〔居住支援課〕 

高齢者や障害者等が、民間賃貸住宅へ入居しやすい環境整備に向けて、世田谷区

居住支援協議会において、引き続き住宅確保要配慮者への入居支援策の検討を行う

とともに、関係所管と連携して支援の充実を図ります。 

 

65. 民間賃貸住宅での居住継続支援         〔居住支援課〕 

区内在住の単身障害者または障害者のいる世帯等に民間賃貸住宅の空き室情報

を提供する「お部屋探しサポート」を継続して行います。また、入居までのサポートや

入居者の継続的な暮らしを支えるため、「お部屋探しサポート」を行っている住まいサ

ポートセンターとあんしんすこやかセンターやぽーとの職員が講習会や意見交換等を

行い、連携の強化を図ります。 

 

  

「選択」 

を支える 

障害者のライフステージや状況に応じて、当事者が希望する暮らし

方を選択できるよう、住まいの場の多様な選択肢を充実させると

ともに、地域での自立した生活を継続させることができる支援体

制づくりを進めます。 

関連する 

SDGs 



67 

 

66. 住宅のバリアフリー化の推進     〔居住支援課〕 

すべての人にとって住みやすい生活環境の実現をめざし、セミナー等の開催時に

「ユニバーサルデザインの家づくり」の配布・周知を行い、バリアフリーを図るための家

づくりに関する知識や情報を提供します。 

 

67. 区営住宅等の供給           〔住宅管理課〕 

誰もが住みやすい住戸の整備を進めるため、区営住宅等のバリアフリー化や、都営

住宅等公的住宅の建替えの際はユニバーサルデザインに基づく整備等を事業者へ要

請するとともに、区営住宅等の障害者向け住戸等を確保し入居募集を実施すること

で、安定的な住戸の提供に努めます。 

 

68. グループホーム整備の推進     〔障害者地域生活課〕 

本人が希望するグループホームでの暮らしを実現できるよう、特に重度障害者向

けグループホームについて、医療的ケアや強度行動障害など特に支援を必要とする

方を受け入れるため、公有地等の活用による障害特性に応じた施設整備を推進する

とともに、運営費補助による受け入れ促進を図ります。 

また、民有地での整備も促進されるよう、事業者支援や施設整備地の確保に向け

た土地・建物所有者への働きかけを行います。 

 

【再掲】体験の機会・場の充実                          〔障害施策推進課〕 

障害者支援施設や精神科病院等からの地域移行、親元からの自立の促進に向け、

必要な助言等を受けながら段階的な生活力の向上を図ります。 

このことを通じて退院後や将来のひとり暮らしなどの地域生活を具体的にイメー

ジできるよう、体験の機会・場の充実を図ります。 

 

【再掲】障害者入所施設(地域生活移行型)等からの地域移行の支援  

〔障害者地域生活課〕 

障害者支援施設梅ヶ丘等の入所者の地域移行を推進するため、「（仮称）入所施設

からの地域移行ガイドライン」を作成し、入所施設と関係機関との連携を図り、重度障

害者の地域移行支援が円滑に進むよう取り組みます。 

また、グループホームにおいて本人の希望に応じて一人暮らし等に向けた支援が

提供されるよう取り組みます。 
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69. 障害者の居場所づくり事業の実施             〔障害者地域生活課〕 

日中通所系サービス利用後の夕方の時間等に一人で過ごすことが難しい障害者の

ために社会参加や家族の就労継続として居場所づくり事業を実施します。 

 

70. 精神障害者の居住支援の推進      〔障害保健福祉課〕 

精神科病院からの退院者を地域で支える「自立生活援助」サービスの充実や救急通

報システム・緊急介護人派遣事業の利用促進等、安心して居住を継続するための支援

を通じ、入居者及び賃貸住宅所有者や不動産業者の安心を確保することで、入居支

援を推進します。 

居住支援部門と連携し、居住支援部門のセミナー等において、障害者の地域生活を

支える支援体制や福祉サービスの紹介、安定した地域生活を実現している事例の紹

介を周知する等、賃貸住宅所有者、不動産業者への理解促進・普及啓発に努めます。 

 

71. 地域移行及び定着を支える支援体制の充実    〔障害保健福祉課〕 

障害のある方が、本人の希望や状況に応じて、障害者支援施設や精神科病院等か

ら地域生活へ移行し、地域で安心して暮らし続けられるよう、地域移行支援・自立生

活援助・地域定着支援の提供体制の充実に向け、関係機関への働きかけを通じて、実

施事業者の確保・拡充に取り組みます。 

 

72. 高齢の障害者に対する支援の検討  〔障害施策推進課、障害者地域生活課〕 

障害者の高齢化が進んでおり、高齢の障害者への支援は、本人の高齢化への対応

に加え、障害のある方の親亡き後を見据えた観点からも重要な課題です。制度のは

ざまで支援が途切れないよう、介護保険制度との連携を図りながら、地域で暮らし続

けられるよう、体制整備について検討してまいります。 
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（７）毎日の暮らしをサポートする －日々の暮らしに必要な支援を確実に届ける－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

73. 通所施設整備の推進     〔障害者地域生活課〕 

整備が不足する生活介護について、医療的ケアや強度行動障害、高次脳機能障害

など特に支援を必要とする方を受け入れるため、公有地等の活用による障害特性に

応じた施設整備を推進します。 

また、既存施設の改修や事業転換により、施設需要に応じた定員拡充を図ります。 

 

74. 障害児通所支援施設の整備誘導          〔障害保健福祉課〕 

障害児通所支援施設については、全地域において放課後等デイサービスが特に不

足していることから、放課後等デイサービスの中心に整備誘導を行い、利用ニーズに

応えていきます。 

また、主に医療的ケア児等を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサー

ビス事業所について、成果目標の計画に基づき確保を図ります。 

 

75. 短期入所施設の確保      〔障害者地域生活課〕 

介護を行う家族等のレスパイトや緊急時の支援機能を確保するため、グループホー

ム等の開設にあわせた短期入所の併設設置を働きかけるとともに、運営費補助によ

る事業者支援を行います。 

 

76. 生活指導（デイケア）の充実      〔保健福祉センター健康づくり課〕 

回復途上にある精神障害者を対象に、地区担当保健師の地区活動と連動し、本人

の状況に合わせて、対人関係の改善、生活範囲の拡大及び日中活動への意欲の向上

等を図ることを目的として、グループでの様々なプログラムや相談支援を行う精神障

害者生活指導事業（デイケア）を実施します。 

「選択」 

を支える 

在宅生活を支える保健・医療・福祉サービスを充実させ、障害者や

家族が状況に適したサービスや希望するサービスを選択し、利用

できる環境づくりを進めます。 

関連する 

SDGs 
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77. 発達障害ピアサポート支援プログラムみつけばハウスの実施 〔障害保健福祉課〕 

高校生・大学生世代に加え、中学生世代に向けたピアサポートによる社会参加支援

に取り組みます。 

また、主に 30～50 代のミドル世代に向けたプログラムを実施するとともに、ひき

こもり相談窓口「リンク」との連携を図ります。 

 

78. 訪問入浴等在宅サービスによる日常生活の支援    〔障害施策推進課〕 

寝具乾燥の機会に欠ける障害者に寝具の乾燥や訪問入浴を提供し、健康と快適な

日常生活の維持、家族の負担軽減を図るとともに、利用者アンケートの意見を集約・

分析し、意見等を参考に事業者と連携してサービスの改善や充実を図り、障害者の健

康の維持と家族の介護負担の軽減を図ります。 

 

79. 日常生活用具の給付       〔障害施策推進課〕 

対象となる障害者（児）に、簡易浴槽や特殊寝台等の介護・訓練支援用具、入浴補助

用具や頭部保護帽等の自立生活支援用具、吸入器や透析液加温器等の在宅療養等支

援用具、携帯用会話補助装置や視覚障害者用ディスプレイ等の情報・意思疎通支援用

具等の日常生活用具を給付し、日常生活における利便性の向上を図ります。 

 

80. 配食サービスの実施       〔障害施策推進課〕 

食事を作ることが困難な障害者に対し、栄養のバランスの取れた夕食を配達して、

健康の維持・増進を図るとともに、受渡し時に実施している安否確認方法を検証・強

化し、より確実な安否確認の仕組みづくりを推進します。 

 

81. 紙おむつの支給            〔障害施策推進課〕 

寝たきり等の状態にある重度の障害者に紙おむつを支給し、保清や健康の維持と

ともに介護者の負担の軽減を図ります。また、品目等に関して利用者ニーズを正確に

把握し、変更、改善を検討しながら、サービスの質を向上させます。 

 

82. 自立支援医療（更生・育成・精神通院）     〔障害施策推進課〕 

障害当事者、支援者等に制度の概要、助成内容の理解を促し、適切な制度利用を推

進します。また、障害者の心身の障害の軽減を図り、自立した日常生活、社会生活が

迅速に営めるように、円滑な事務処理を遂行します。 
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83. 心身障害者医療費の助成                〔障害施策推進課〕 

各保健福祉センターと連携し、医療証の交付や更新、医療費の助成等の事務を行う

とともに、文書や電話等における申請の案内や、相談等をより分かりやすく丁寧に行

います。 

 

84. 難病医療費の助成及び検診・相談の実施           〔感染症対策課〕 

長期療養により、多額の医療費を要する特殊疾病患者に対する医療費助成につい

て、申請書の受理や東京都への経由事務を適切に実施します。また、難病患者等を対

象にした専門医等による検診・相談について、地区医師会に委託し、実施します。 

 

85. 心身障害者福祉手当等の支給      〔障害施策推進課〕 

各保健福祉センターと連携し、各種手当の支給に係る事務を行うとともに、文書や

電話等における申請の案内や相談等をよりわかりやすく丁寧に行うなど制度を適正

に運営し、生活の自立を支援します。 

 

86. 障害年金制度の周知         〔国保・年金課〕 

障害基礎年金等の公的年金について、該当する人が申請できるよう、制度の周知

を図ります。また、ご当人やご家族が申請手続きを円滑に進められるよう、丁寧な年

金相談を行います。 

 

87. 原子爆弾被爆者関係健診・医療の支援       〔感染症対策課〕 

広島、長崎に投下された原子爆弾の被爆者に対して、健康診断の実施、医療給付、

各種手当と葬祭料の支給に関する申請の受理や、東京都への経由事務について、適

切に行います。 

 

88. 心身障害児（者）歯科診療の実施      〔保健医療福祉推進課〕 

一般の歯科診療所で健診や治療を受けることが困難な心身障害児者等に対する歯

科診療について、歯科医師会への委託により、実施します。 

 

89. 資源・ごみの訪問収集、粗大ごみの収集     〔清掃・リサイクル推進課〕 

資源・ごみを資源・ごみ集積所まで出すことができないひとり暮らしの高齢者・障害

者を対象に、玄関先から資源、ごみを収集するとともに、粗大ごみについては、下見

のうえ室内から運び出して収集し、住まいの衛生状態の確保を支援します。 
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90. ふれあいサービスによる生活の支援    〔生活福祉課〕 

社会福祉協議会において、ふれあいサービスを提供し、高齢者や障害者宅の掃除、

食事づくり、洗濯等の家事援助、見守り、通院等の外出支援など、日常生活の困りご

との解決を支援します。 

 

91. 介護予防施策の推進        〔介護予防・地域支援課〕 

認知症への備えを含めた介護予防の普及啓発や効果的な介護予防事業の展開を

図るとともに、地域包括ケアの地区展開等により、創出・拡充される地域資源を活用

しながら、区民同士の支えあいの体制づくりや住民主体の介護予防に取り組みます。 

 

  



73 

 

（８）出かけやすい街をつくる －外出のハードルを下げる－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【再掲】合理的配慮の提供のための助成の実施     〔障害施策推進課〕 

障害者を受け入れる環境を整えることにより外出しやすい環境を整備するため、多

様な区民の接点の場でもある商店、事業所等を対象に、簡易スロープや点字メニュー

等、物品の購入又は作成に要する費用の助成を行います。 

 

92. 自動車利用に係る助成の実施     〔障害者地域生活課〕 

移動困難な障害者等の社会参加の促進や生活圏の拡大に向け、福祉タクシー券の

給付等による移動に関する支援や福祉輸送を行う事業者の支援を行います。また、

自動車燃料費助成の LINE 申請の利用促進など、利便性を高める取組みを進めます。 

 

93. 介護タクシーの配車相談、利用支援    〔障害者地域生活課〕 

介護タクシーの配車や福祉移動サービスの相談を行う事業者への支援を行い、障

害や高齢により、外出が困難な人への移動サービスの充実につなげます。 

 

94. 移動支援事業の実施       〔障害施策推進課〕 

障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の１つである移動支援事業は、全身

性障害や視覚障害、知的障害、精神障害、高次脳機能障害のある人を対象として、社

会参加や余暇活動等のために外出する際に、移動支援に関する研修を修了したヘル

パーによる支援を提供し、障害者・児の日常生活や社会生活を支援します。また、障害

者支援施設等からの地域移行やライフステージに応じた様々な体験のための移動支

援の強化に取り組みます。 

 

 

「選択」 

を支える 

障害者の社会参加を制限することがないよう、多様な移動手段や

移動支援サービスを提供するとともに、障害に配慮したまちのバ

リアフリー化・ユニバーサルデザイン化を進め、外出の選択肢の充

実化を図ります。 

関連する 

SDGs 
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95. バス等による公共交通不便地域の解消     〔交通政策課〕 

公共交通不便地域の内、特に対策が必要と思われる「重点検討地域」において、地

域の状況を踏まえたコミュニティ交通の導入・検討を進めます。地域が主体となった

持続可能な取組みとなるよう、区民、交通事業者、区が協働、連携しながら取り組み

ます。 

 

96. バス停留所施設の整備促進     〔交通政策課〕 

バスの利便性向上に向け、バス停のベンチの設置を推進します。また、バス事業者

に対する補助金の交付により、上屋の整備を促進します。 

 

97. 投票環境の向上            〔選挙管理委員会事務局〕 

投票所について、車椅子で来場できるように整備するとともに、身体障害者用記載

台、点字氏名等一覧等を配備します。投票の際には職員が介添え等を申し出るなど、

投票所における区職員のサポート体制を確保します。また、投票配慮カードや投票用

紙記入補助具を備え置くなど、誰もが投票しやすい環境整備に努めます。併せて、投

票所入場整理券について、引き続き、封筒に音声コードや点字シールを付し、投票日

や期日前・不在者投票を案内します。 

 

98. ユニバーサルデザイン普及活動の実施               〔都市デザイン課〕 

多様な場や媒体でユニバーサルデザインの考え方、取組み事例等を紹介し、様々な

世代へのユニバーサルデザインのまちづくりについて啓発、教育を進めます。 

また、ＵＤサポーター（区主催の講座を受講し、登録した、ユニバーサルデザインに

関心があり、区のユニバーサルデザイン推進事業に取り組んでいただく区民）ととも

に、ユニバーサルデザインのまちづくりを推進します。 

 

99. ユニバーサルデザインによる施設の整備推進         〔都市デザイン課〕 

生活環境の整備を推進するため、一定の用途及び規模以上の施設を計画する場合、

ユニバーサルデザイン推進条例に基づいた施設整備となるよう事業者等を誘導し、移

動の連続性も配慮した施設のバリアフリー化を推進します。 

 

100. トイレ等に関する情報提供の推進      〔都市デザイン課〕 

誰もが安全に安心して外出できる地域社会をめざし、公共施設におけるバリアフリ

ートイレやベンチについて、区のホームページに掲載するなど、情報提供を行います。 
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101. スポーツ施設の整備       〔スポーツ推進課〕 

障害者が継続してスポーツ・レクリエーション活動をするための施設の開放や、パラ

スポーツが実施可能な施設を整備します。 

上用賀公園拡張など新たな施設整備事業では、ユニバーサルデザインの考え方に

基づき、障害のある人もない人も安全で使いやすい施設づくりをめざします。 

 

102. 文化施設のバリアフリー整備        〔文化・国際課〕 

車椅子の貸し出しや施設内サインの拡充を行い、誰にでも、やさしい文化施設をめ

ざします。 
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（９）いつでも相談できる －一人で悩む当事者・家族を減らす－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

103. 地域障害者相談支援センター“ぽーと”における相談支援   〔障害保健福祉課〕 

地域障害者相談支援センター“ぽーと”において、年齢や障害種別を問わず、障害当

事者や家族等からのさまざまな相談に対応します。各地域に 1 か所ずつ設置されて

いる相談窓口として、総合支所保健福祉センターをはじめとする地域の関係機関と

連携し、相談内容に応じて必要な制度の利用や支援機関につながるよう支援します。 

また、障害当事者や利用者と共に、誰もが気軽に立ち寄ることのできる敷居の低い

居場所を運営します。 

 

104. 医療的ケア相談支援センターHi・na・ta における医療的ケア児・者の支援 

              〔障害保健福祉課〕 

医療的ケア児・者と家族からの様々な相談に対応し、保健や医療、福祉等の関係機

関と連携・協力しながら、必要な支援につなぐ役割を果たしていきます。 

また、支援を通じて医療的ケア児と家族の現状把握に努め、対応・改善が必要なこ

とについて区や様々な関係機関と共有し、課題解決に向けて中心的な役割を担って

いきます。 

 

105. 個別的継続支援事業の充実      〔障害保健福祉課〕 

各保健福祉センター保健福祉課に発達支援コーディネーターを配置し、ライフステ

ージを通して、支援情報の引継ぎ等に関する相談支援を充実します。 

 

  

「選択」 

を支える 

障害者や介助を担う家族の悩みに応じた的確なサポートを行える

よう、相談窓口の選択肢を増やすとともに、相談内容に応じて希

望するサービスや必要とするサービスを選択し、利用へと結び付

く支援を行います。 

関連する 

SDGs 
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106. 本人の意思決定を尊重した相談支援     〔障害保健福祉課〕 

セルフプランの尊重や意思決定支援について、研修等を通じて相談支援専門員の

理解を深めていきます。障害者のエンパワーメントの観点を大切にしながら、セルフ

プランを適切に周知するとともに、当事者の自立及び自己選択を尊重した相談支援

を推進します。 

 

107. 地域自立生活エンパワーメント事業の推進    〔障害保健福祉課〕 

障害当事者による自立生活に向けた支援や援助、相談支援を実施します。 

また、障害者のエンパワーメント向上に向けて、ピア活動の充実に向けた取組みを

進めます。 

 

108. あんしんすこやかセンターにおける身近な相談     〔介護予防・地域支援課〕 

地域保健医療福祉総合計画に基づく包括的な支援体制を踏まえ、連携先が明確で

ない相談等に係る課題整理やネットワークの構築等に、あんしんすこやかセンターに

おいても取り組みます。 

 

109. 若年性認知症への支援体制の充実      〔介護予防・地域支援課〕 

若年性認知症の相談初期における、あんしんすこやかセンターへの伴走支援を行

い、実態把握や課題整理、対応ノウハウの蓄積を通して相談支援の充実を図ります。 

また、通所や就労など本人の状況に応じた活動支援や本人同士が出会う場づくり

を進めます。 

 

110. 子どもの発達に不安を抱える保護者が相談につながりやすい体制づくり 

          〔障害保健福祉課〕 

支援が必要な親子がスムーズに相談につながることができるよう、「子育て支援」

など身近で敷居が低い、保護者の悩みや不安に寄り添った相談を充実します。 

相談機関が、他機関を紹介する場合は、保護者のつながる力を鑑み、必要なフォロ

ーを行います。 

親の会や当事者会など、自助グループの活動に対する側面的な支援を行います。 

地域で身近な存在である児童館において、保健センターの専門職が出前型の発達

に関する講座や相談会を実施することで保護者の子どもの発達に関する不安を軽減

するとともに必要な場合には専門的な支援に繋げます。 
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111. 発達障害相談の充実       〔障害保健福祉課〕 

身近な地域において気軽に子どもの発達に関する相談が受けられるよう、各地域

の子育てステーションに発達相談室を開設しています。親子で気軽に来所できる「ひ

ろば」の実施や、LD（学習障害）への対応強化など、各相談室において機能の充実を

図ります。 

 

112. 教育相談の充実       〔教育相談課〕 

教育総合センターには、保護者や子どもに分かりやすく利用しやすい総合的な相談

窓口を設置しています。また、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーに

よる学校教育相談体制や、福祉的な課題を抱える子どもや家庭への対応の充実を図

ります。 

 

113. 世田谷若者総合支援センターの運営    〔生活福祉課〕 

生きづらさを抱えた方やその家族が、支援につながりやすい環境を整備するとと

もに、支援につながった人の社会参加に向けた支援を充実します。 

 

114. こころの相談事業の充実          〔健康推進課、健康づくり課〕 

こころに関する健康や精神疾患について、困りごとや悩みを持つ本人や家族、関係

機関等を対象に、専門医師や保健師が相談を実施します。また、保健師の訪問等の継

続支援と連動させることで、早期の病状の安定や障害の進行の予防を図ります。 

子どもや思春期、依存症等、世代や疾病の特性に合わせて専門相談や家族教室を

実施するほか、相談に抵抗感を持ちやすい思春期・青年期の区民を対象に、当日受付

可能で匿名による相談も実施します。 

区役所が閉庁する夜間・休日において「夜間こころの電話相談」を実施し、切れ目の

ない相談体制において早期の問題解決を図ります。 

 

115. 当事者によるこころの電話相談          〔健康推進課〕 

精神障害当事者が相談員研修を受け、ピア電話相談員として、自身の病気や障害

を経験してきたことを強みとして活かし、当事者だからこそ分かり合える気持ちに寄

り添った支援を行う、「こころのピア電話相談」実施します。 
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【再掲】障害者や家族の緊急時の対応 〔保健福祉センター保健福祉課、障害施策推進課〕 

介護をしている家族の急病など緊急時の際に、障害者本人が当面の生活を継続し

ていけるよう、短期入所施設の手配やヘルパー派遣などのコーディネートを行う緊急

時バックアップセンター事業を実施します。家族全体の調整や生活の立て直しが必要

と判断した場合には、適切に保健福祉センター保健福祉課へ繋げるなど相談支援機

関と連携します。 

 

116. 終活支援 新規       〔生活福祉課〕 

終活に関する相談支援体制を整備し、総合相談事業や高齢者終身サポート事業を

通じて、人生の最期まで安心して、尊厳をもって暮らせるよう支援します。 
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（10）家族を支援する －当事者家族が自分の生活を楽しめる環境をつくる－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

117. 重症心身障害児者等在宅レスパイト事業の実施    〔障害施策推進課〕 

家族等による在宅介護及び訪問看護による医療的なケアを受けて生活する重症心

身障害児等に対し、看護師等を派遣して医療的ケアや食事等の介助を提供すること

により、家族等の介護負担の軽減や就労の促進を図ります。また、家族や事業者等の

意見を聞きながら、より利用しやすい事業となるよう改善に努めます。 

 

118. 医療的ケア児・者の保護者・家族のレスパイト        〔障害保健福祉課〕 

医療的ケア児・者のきょうだいを含む家族のレスパイト（休息）が図られるよう、短

期入所や日中一時支援（日中ショート）、重症心身障害児者等在宅レスパイト事業等の

充実及びニーズに応じた支援体制の整備に向けて、家族会等からご意見を伺いなが

ら取り組みます。 

 

119. 精神障害当事者の家族支援の充実    〔健康推進課〕 

精神障害者家族等を支援する相談活動に係る経費を補助し、精神障害者の家族等

が直面する不安を軽減できるよう支援の充実に取り組みます。 

 

120. 緊急介護人及び重度脳性麻痺者介護人の派遣    〔障害施策推進課〕 

各保健福祉センターと連携し、緊急介護人及び重度脳性麻痺者介護人の派遣に係

る調整等を行うとともに、文書等における事業案内をより分かりやすく行います。 

また、緊急介護人派遣事業については、令和３年度から精神障害者への対象拡大

を行っていますが、過去４年間実績がないため、周知方法等について検討し改善を図

ります。 

 

「選択」 

を支える 

介助の負担を軽減するサービスを提供することにより、障害者を

介助する家族の余暇時間や就労機会を確保するなど、介助を担う

家族の暮らしの豊かさを向上させる選択を支援します。また、介助

を担う家族が休息をとりやすくなるよう、家族会の活動支援や周

知を行います。 

関連する 

SDGs 
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121. 認知症家族支援体制の充実       〔介護予防・地域支援課〕 

あんしんすこやかセンターや認知症在宅生活サポートセンターと連携し、各家族会

の活動継続支援のほか、家族会同士の交流会、家族のためのこころが楽になる相談

等を実施し、認知症の方を介護する家族の負担軽減につながるよう、事業内容の充

実を図るとともに、一層の周知に取り組みます。 

   

122. ヤングケアラーへの支援          〔障害保健福祉課、子ども家庭課〕 

相談支援を行う中で、家事や介護などを、日常的に行っている子ども・若者の存在

を確認した場合は、必要に応じてヤングケアラーコーディネーターに繋げられるよう、

ヤングケアラー施策の事業周知を行うなど、支援者の気付きと関係機関連携を促進

します。 
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（11）サービスの質を向上する －より良いサービスを提供する－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

123. 障害者通所施設等の人材育成支援     

       〔障害者地域生活課、障害保健福祉課、（保健医療福祉推進課）〕 

障害者通所施設やグループホームを対象に研修経費の助成を行い、施設の取組み

を支援するとともに、令和２年４月に「うめとぴあ」内の保健医療福祉総合プラザに開

設した新たな世田谷区福祉人材育成・研修センターも活用し、障害者施設向けの人材

育成研修を行うなど、取組みを強化します。 

保健医療福祉総合プラザでは、福祉機器展を世田谷区福祉人材育成・研修センタ

ー及び保健センター専門相談課と合同で開催することにより、福祉機器活用の新た

な展開につなげ、福祉・介護人材の負担軽減を図ります。 

また、次世代を担う小中学生等の福祉職場への興味や関心を高めるためのきっか

けづくりとして、中学生の就業体験等の取組みを行います。 

 

124. 介護人材の確保・育成①       

                〔障害施策推進課、障害者地域生活課、障害保健福祉課〕 

視覚障害者の移動や代読・代筆等による情報取得等を支援する同行援護従事者、

常時介護が必要な重度の肢体不自由者や知的障害者、精神障害者の介護等を行う重

度訪問介護従事者及び知的障害者の移動に伴う介護等を行う移動支援従事者につ

いて、都の研修事業指定事業者と連携して研修を実施し、介護人材の確保・育成を支

援します。また、知的障害者移動支援従事者養成研修修了者について就業状況の調

査を行ない、就労につなげるフォローアップの方策を検討します。高次脳機能障害者

の外出等の支援を行う移動支援従事者については、障害特性の理解が必要なことか

ら、保健センターにおいて専門職による養成講座を実施します。障害当事者の選択を

支える環境の整備に向けて、障害当事者に理解しやすい情報提供や選択肢の提示、

意思決定の尊重、選択の結果と選び直しを尊重することの出来る人材の育成に努め

ます。 

「選択」 

を支える 

障害者やその家族が安心して希望するサービスを選択し、利用す

ることができるよう、事業所が提供するサービスの質の向上を図

るとともに、介護に携わる人材の確保に取り組みます。 

関連する 

SDGs 
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125. 介護人材の確保・育成 ②                       〔障害施策推進課〕 

区内における障害福祉サービス事業者の人材確保に向けた個々のニーズに応じた

主体的な取り組みを支援するため、障害福祉人材採用活動経費助成事業を実施しま

す。加えて、障害福祉施設やサービス事業所に従事する職員等の心身の健康を守る

取組として福祉サービス従事者へのハラスメント等に関する弁護士相談を実施する

とともに、地域生活支援事業等入所系・通所系サービス提供事業所への物価高騰対

策支援事業の実施や、障害者(児)が日中の活動場所として通う区内各施設において

暑さ対策が必要な場所への機器や設備の配備に対して補助を行う障害福祉サービス

事業所等に対する熱中症予防支援事業の実施など、人材定着にも寄与する障害福祉

施設やサービス事業者における環境整備の取組を支援します。 
 

126. 基幹相談支援センターを中核とした相談支援体制の充実・強化  

          〔障害保健福祉課〕 

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、基幹相談支援センター

を設置しています。同センターを中心に、障害のある人やその家族が身近な地域で必

要な相談支援を受けられる体制の充実・強化を図るため、地域障害者相談支援センタ

ー“ぽーと”、相談支援事業者、総合支所保健福祉センターと連携を図るとともに、人

材の育成を通して支援の質の向上に取組みます。 
 

127. 医療的ケア児・者の受け入れ体制の充実 〔障害者地域生活課・障害保健福祉課〕 

医療的ケア児・者の受け入れ体制の充実に向けて、公有地等の活用による施設整

備を推進するとともに、運営費補助による受け入れ促進を図ります。 

また、医療的ケア児・者を受け入れる区立施設や障害者支援施設梅ヶ丘を中心とし

て、ハード面や支援体制など環境整備に取り組み、蓄積された知識やスキルを区内施

設に共有することで、施設全体のサービス向上を目指します。 
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128. 医療的ケア児（者）の支援に携わる人材育成     〔障害保健福祉課〕 

医療的ケアが必要な障害児者の在宅生活を支え、保健・医療・福祉・教育・保育等の

社会資源の拡充を図るため、引き続き、人材育成を進めます。 

医療的ケア相談支援センターを核として、各相談支援事業所の医療的ケア児等コー

ディネーターと連携し、切れ目のない相談支援体制を整えます。 

看護師や介護職、保育士等を対象として、医療的ケアの実務や多職種連携等を学

ぶ研修を実施するほか、介護職員に対する喀痰吸引研修の研修費補助を通じて担い

手を育成します。 

関係機関の看護師が、情報共有や意見交換、症例検討等を行う連携会議を定例的

に開催し、看護師同士が支えあえる仕組みを構築します。あわせて、区が委託した看

護師による障害児通所支援事業所への巡回訪問支援を行い、現場に根差したフォロ

ーアップ体制の構築を目指します。 

 

129. 事業者指導の実施       〔障害保健福祉課〕 

障害児施設等の検査・監査を計画的に実施し、利用者の保護及び利用者の視点に

立ったサービス提供・質の向上を図ります。東京都や関係所管と連携して合同研修

（集団指導）を開催し、事業所に対して障害福祉施策の知識の普及や関係法令等の理

解促進に向けた支援を行います。 

 

130. 児童虐待対応に係る出前型研修の実施     〔児童相談支援課〕 

子どもに関わる支援機関等に講師を派遣し、児童虐待の理解や気づき、対応等に

関する研修を実施します。 

 

131. 児童発達支援・放課後等デイサービスの質の向上    〔障害保健福祉課〕 

この間、施設数は増加し続けており、療育の質の担保が課題となっていることから、

巡回訪問による支援に加え、地域の施設のつながりづくりを支援することで、地域全

体の療育の質の向上をめざします。 

 

132. 登録手話通訳者の専門性の向上      〔障害施策推進課〕 

区の登録手話通訳者に対して、手話通訳者派遣制度の説明と手話技術の講習等を

行う新人研修及び情報提供や事例に基づく実技講習等を行う現任研修を実施し、手

話通訳者の専門性の向上を図ります。 
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133. 第三者評価の受審促進と評価結果の活用         〔保健福祉政策課〕 

福祉サービス第三者評価を通して、障害福祉サービス事業者が自らサービスの質

の向上に取り組み、また受審情報の公表により運営の透明性を担保できるように、障

害福祉サービス事業者に受審費用を補助することで、継続的な受審を推進します。ま

た、受審率向上のために、事業者連絡会等を通じて事業者に対し、第三者評価制度や

受審のメリットを周知します。 

区民が障害福祉サービスを選択する際の情報の一つとして、第三者評価結果（東京

都福祉サービス評価推進機構により公表）が有効に活用されるよう、第三者評価制度

の普及啓発に取り組みます。 

 

134. 障害者休養ホームひまわり荘における健康づくりの支援  〔障害者地域生活課〕 

障害者休養ホームひまわり荘において、宿泊や入浴等の休養の場を提供するとと

もに、健康プログラムや医療相談等を実施し、障害者や障害児の健康の維持・増進を

支援します。 

 

【再掲】専門的人材の確保・養成                   〔障害施策推進課〕 

世田谷区福祉人材育成・研修センターなどと連携した研修を実施し、強度行動障害

のある方への支援など、専門的な対応を行うことができる体制の確保や、人材の養

成に取り組みます。 
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３．参加及び活躍の場の拡大のための施策 

 

インクルーシブ社会の実現に向けては、学校や職場、地域社会などあらゆる場面で、

障害の有無にかかわらず誰もが自然に参画し、活躍できる状態がめざすべき姿といえ

ます。社会の中に障害者が参画し交流することは、相互理解を一層深める上でも重要で

す。 

教育の分野では、国連勧告等の近年の動向を踏まえ、すべての子どもが互いの個性

や背景を認め合い、多様性を尊重しながら、共に学び、共に育つ「インクルーシブ教育」を

実践するための土台(基盤)づくりが求められます。そのため、令和７年に策定した「せた

がやインクルーシブ教育ガイドライン」に基づき、一人ひとりの特性に応じた学習環境の

整備と、学校・家庭・地域の連携による支援を推進する必要があります。 

就労面においては、障害者の自立と社会参加に向けて、短時間雇用などの多様な働

き方の促進が求められています。区の実態調査では一般就労に向けて「仕事への適性の

見極め」や「体験実習」を希望する声が多く、就労後も賃金面や体調変化への不安が課題

として挙げられています。そのため、当事者が自らの意思に基づき、希望や適性に合っ

た働き方を選択できるよう、事業所見学や就労体験の場を拡充するとともに、就労から

定着までを支える伴走型の支援を強化します。 

さらに、スポーツや文化活動を通じた社会参加も重要ですが、実態調査からは、余暇

活動をしたくても「ヘルパー等の支援者不足」や「居場所がない」といった課題が浮き彫

りになっています。障害者が望む余暇活動や自己表現の機会を広げるため、身近でサポ

ートする人材の育成・確保や活動しやすい環境整備に取り組み、誰もが地域で充実した

時間を過ごせる地域づくりを進めます。 

 

●柱３の施策イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域 

施策（12）望むワークスタイル

を実現する 

多様な就労支援 

施策（13）みんなで学ぶ・

楽しむ・考える 

インクルーシブ教育・ 

生涯学習 

世田谷区 

環境整備 
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（12）望むワークスタイルを実現する －多様な働き方を可能にする－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

135. 多様な働き方の拡大      〔障害者地域生活課〕 

障害者がその能力や特性に応じて働くための機会の創出に向けて、自らの意思に

基づき、自らが望む働き方を選択することができるよう、「せた JOB 応援プロジェク

ト」や、区内の農地を活用した農福連携事業など事業や関係機関連携を通じて、多様

な業種／職種や就労形態等の事業所見学や就労体験、就労マッチングの機会を確保

し、就労に結び付ける支援に取り組みます。 

 

136. 障害者雇用支援プログラムの充実・広報の拡大   〔障害者地域生活課〕 

世田谷区障害者雇用促進協議会の活動を通して、障害者雇用に取組む企業等を対

象に実施する障害者雇用支援プログラムについて、企業ニーズに応じて充実を図り、

企業における障害理解や障害者雇用制度の周知、雇用の分野における合理的配慮の

提供や、障害者虐待防止法における事業主の責務等について周知拡大に取り組みま

す。 

 

137. 障害者就労支援センターの充実     〔障害者地域生活課〕 

「しごとねっと」、「すきっぷ就労相談室」、「ゆに」は、障害特性に応じて就労相談か

ら定着支援、関係機関と連携した生活支援まで、一貫した就労支援と、一般企業等の

障害理解、雇用促進に取り組むとともに、就労移行支援事業所に限らず、就労継続支

援事業所（Ａ型、Ｂ型）からの就職者の拡大に取り組みます。 

  

「選択」 

を支える 

障害者が自らの適性に合った就労を選択することができるよう、

業種・職種・就労形態等、多様な働き方を確保するとともに、継続

して働き続ける支援を行います。 

関連する 

SDGs 
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138. 就労支援ネットワークの強化     〔障害者地域生活課〕 

新たに就労選択支援が実施され、障害者就労支援センターをはじめ、就労支援施

設や関係機関で構成された就労支援ネットワークにおいて、障害者雇用情報の共有

や事例検討、職員研修の実施等により、支援力の向上と利用者プログラムの充実を

図り、総合的な連携の枠組みにより支援体制の強化に努めます。 

 

139. 通勤や職場における就労支援      〔障害施策推進課〕 

地域生活支援事業における重度障害者等就労支援特別事業により、通勤や職場に

おける支援を行い重度障害者の就労を支援します。 

 

140. 共同受注体制の推進      〔障害者地域生活課〕 

庁内外から障害者施設への作業発注の仲介に取組むとともに、単独施設では対応

が難しい大量業務の共同受注の拡充を図り、安定した作業量の確保、工賃の向上に

取り組みます。 

 

141. 世田谷区障害者優先調達推進方針に基づく物品・役務の調達  

         〔障害者地域生活課〕 

区が障害者就労支援施設等から優先的に物品や役務等を調達することを目的に策

定した世田谷区障害者優先調達推進方針について、庁内に周知拡大を図るとともに、

庁内のみならず、区の外郭団体や民間企業等に周知拡大し、施設への発注促進につ

なげます。 

 

142. 施設製品の販売機会の充実     〔障害者地域生活課〕 

施設で働く障害者の工賃の向上と区民の障害理解の促進に向け、福祉ショップ「フ

ェリーチェ ディアイ」の運営に加え、区施設／民間事業所に障害者施設製品の販売ス

ペースを確保するとともに、 各種イベント等における販売会への参加の拡大に取り組

みます。また、オンラインショップを併設したＥＣサイト「せせせ」を通じた販売機会の拡

大を図ります。 

 

143. 一般就労を見据えた体験の充実     〔障害者地域生活課〕 

庁内の職場で３日間の就業体験を行う区役所内体験実習や、区が実施するチャレ

ンジ雇用の場での支援員によるアセスメントを行うチャレンジ実習に加え、保護的就

労や農福連携事業等、一般就労を見据え幅広く体験機会の提供に取り組みます。 
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144. 世田谷区障害者活躍推進計画の推進   〔人事課・障害者地域生活課〕 

区が一定期間障害者を雇用し、その業務経験を踏まえ一般企業等への就労を促進

する障害者チャレンジ雇用や、常勤、会計年度任用職員の採用により、計画的な障害

者採用を行うとともに、世田谷区障害者活躍推進計画に基づく取組みを全庁をあげ

て推進し、障害の種別を問わず安心して安定的に働くことができる環境の整備に取り

組みます。 
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（13）みんなで学ぶ・楽しむ・考える －社会の一員として交流し、影響しあう－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

145. 保育園における障害児保育の充実       〔保育課〕 

障害児保育の受入れについて、各保育施設と連携しながら、受入れの充実に向け

取り組みます。 

また、医療的ケア児の切れ目のない支援を提供するため、関連所管や医療機関と

連携をより深め、受入れに取り組みます。 
 

146. 区立幼稚園・認定こども園における障害児保育の充実    

         〔乳幼児教育・保育支援課〕 

区立幼稚園、認定こども園において、職員間の連携により、子どもの特性に応じた

教育・保育の充実を図ります。また、区立幼稚園、認定こども園における介助の人材

確保に努めるとともに研修を行い、安全の確保と子ども同士のコミュニケーションの

フォロー等の支援を充実させます。 
 

147. インクルーシブ教育の推進                 〔教育指導課、支援教育課〕 

すべての子どもが互いの個性や背景を認め合い、多様性を尊重しながら、共に学

び、共に育つことができるよう、せたがやインクルーシブ教育ガイドラインに基づき支

援体制や教育環境の充実、教員の専門性の向上等に取り組み、地域共生社会の実現

に向け、インクルーシブ教育の推進と普及啓発を図ります。 

  

「選択」 

を支える 

すべての子どもが、自身の有する可能性を最大限に伸ばし、自分

らしい未来を選択できるとともに、一人ひとりがお互いの理解を

深め人格を尊重し合えるよう、インクルーシブ教育の充実に取り組

みます。また、生涯学習、文化活動やスポーツを行う環境を充実さ

せ、障害者の自己実現を支えます。 

関連する 

SDGs 
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148. 放課後児童健全育成事業（新 BOP 等）の充実      〔児童課〕 

児童数の増加や多様なニーズへの対応に伴う、安全で豊かな活動スペースの確保

や、成育支援のための人材確保・育成に取組むとともに、新ＢＯＰ等の放課後児童健

全育成事業における要配慮児童・障害児・医療的ケア児の受け入れや対応の一層の充

実と推進に向けて、関係所管 とともに検討を進めます。 

また、要配慮児童理解に特化した巡回支援体制を構築し、職員への助言等を継続し

て行います。 

 

149. 重度障害者の大学等への修学の支援     〔障害施策推進課〕 

重度障害者が、大学等の修学時に必要な身体介護等を受ける場合、大学等におい

て支援体制が構築され支援が提供されるまでの間、重度訪問介護等を提供した実績

のある指定障害福祉サービス事業者から、大学等への通学等及び大学等の敷地内に

おける身体介護等を受けるための費用を支給し、社会参加を支援します。 

 

150. 障害者の区政参画の促進           〔障害施策推進課〕 

「世田谷区障害理解の促進と地域共生社会の実現をめざす条例」に基づき、地域保

健福祉審議会の常設の部会である障害者施策推進協議会及びその他協議会におい

て障害者団体の代表や障害者の参画を得て、計画や施策等の検討・審議を行うなど、

障害者が自らの意思に基づき、自身の特性に応じて区政に参画できる場の創出及び

拡大のために必要な施策について検討します。 

 

151. 精神障害当事者・ピアサポーターとの協同、活躍の機会の拡充  

          〔障害保健福祉課・健康推進課〕 

自身の精神障害や精神疾患の経験を活かした精神障害ピアサポーターとの協同を

推進します。精神障害ピアサポーターの養成や、個々の希望・経験や心身の状況、強み

に応じて当事者本人が選択できる活躍の機会の拡充に取り組みます。 

 

152. パラスポーツ教室・イベントの実施     〔スポーツ推進課〕 

パラスポーツ体験会等の種目・ルール等について、障害の種類や程度に十分に配慮

し、より多くの障害者が、スポーツ・レクリエーションに参加しやすい環境を整備します。 

 

153. パラスポーツ活動を支える人材の育成     〔スポーツ推進課〕 

スポーツ・レクリエーション活動の講義・実技を交えた講習会を実施するなど、パラ

スポーツを支える人材育成に取り組みます。また、パラスポーツ活動に必要な場の提

供や用具の貸出等の支援に取り組みます。 
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154. パラリンピック競技の普及啓発事業の実施    〔スポーツ推進課〕 

オリンピック・パラリンピック関連事業を通じ、パラスポーツ等の楽しさを伝えると

ともに、競技への理解や学び、さらには障害に対する理解を深めることで、共生社会

の実現に向けた取組を促進します。 

 

155. 各イベントなどにおけるパラスポーツのＰＲ（体験会等）の実施 

 〔スポーツ推進課、障害施策推進課〕        

多所管と連携し、各種イベントにおけるパラスポーツ体験ブースの設置やパラスポ

ーツ冊子「世田谷パラスポーツ」の配布等を通じ、パラスポーツのＰＲを行い、区民が

パラスポーツを知るとともに、触れ合う機会を創出します。 

 

156. 障害者児が行う文化活動の支援     〔障害者地域生活課〕 

障害者施設利用者のアート作品を展示する世田谷区障害者施設アート・オムニバス

展、世田谷区障害者施設アート展の開催を通じ、障害者施設の芸術活動を支援すると

ともに、区民等の障害理解の促進に取り組みます。 

 

157. 誰もが文化芸術にふれることができる仕組みの充実     〔文化・国際課〕 

展示会やイベント等の情報発信について、音声対応、字幕対応が可能な電子版等の

活用を拡充します。また、情報発信の際には、様々なＳＮＳを用いて、誰もが文化・芸

術に触れることができる機会を充実します。 

 

158. 展示や公演の鑑賞サポートの実施       〔文化・国際課〕 

講演会では手話通訳の配置や視覚障害者への補助機材（網膜投影視覚支援機器）

の有効活用など、展示会にはアプリを活用した音声案内等を拡充し、公演においては

音声イヤホンの貸出や手話通訳に加え、聴覚障害者向けの字幕対応や上演台本の貸

出、視覚障害者向けの舞台説明会、音声ガイド、点字リーフレット、触る舞台美術模型

の提供、センサリーマップの導入、さらにリラックス・パフォーマンスなど、多様な鑑賞

サポートを実施することで、誰もが楽しめる環境を整備し、文化・芸術に参加できる機

会の提供に努めます。 
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159. 障害者等の生涯学習活動への支援         〔生涯学習課〕 

障害のある人とない人が、共に集い活動する生涯学習を促進するため、知的・聴覚

障害者、肢体不自由者等が参加できる「いずみ学級」、「たんぽぽ学級」、「けやき学級」

を運営します。より多くの参加者を募るほか、広く区民・事業者に知ってもらうため広

報活動等を実施します。 

 

160. 図書館サービスの提供      〔中央図書館〕 

誰もが図書館を通じて等しく「知や学び」を得られるよう、来館が難しい方や読みづ

らさを抱える方への支援事業の充実を図ります。 

図書館への来館が困難な方には、職員による配達もしくは郵送を選択できる自宅

配本サービスを実施し、利用方法の選択肢を拡充します。また、「サピエ」等を活用し

た音訳・点訳資料や雑誌の提供、対面朗読や持込資料の点訳などにより、情報アクセ

シビリティの向上に取り組みます。 

併せて拡大読書器などの読書補助機器の充実や、図書館ホームページの改善を含

む広報の見直しにより、必要な方に情報が届く環境整備を進めます。 

音訳・点訳を担うボランティア活動の支援や養成については、関係機関と連携しな

がら持続可能な体制づくりを進めます。 

 

161. 交流・レクリエーション事業への参加促進    〔障害者地域生活課〕 

民間団体等が主催するコンサートやスポーツイベントについて、障害者施設に情報

提供を行い、利用者の参加を促進するとともに、参加者同士の交流を図り、共生社会

の実現に取り組みます。 
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４．情報コミュニケーションの推進のための施策 

 

障害者本人が自らの希望に基づく生活を「選択」し、自己決定を行うためには、前提と

して必要な情報に確実にアクセスし、円滑な意思疎通や意思表明ができる環境が不可欠

です。 

しかし、区の実態調査では、コミュニケーションを「一人ではできない」と答えた人が約

３割にのぼり、「初めて行くところでは不安になる」といった声も多く、社会全体に情報コ

ミュニケーションの壁が残されている現状が浮き彫りになっています。特に災害時にお

いて情報から孤立することは生命の危機に直結するため、平時から多様なコミュニケー

ション手段を確保しておくことは喫緊の課題です。 

近年、国では「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法」が施行さ

れ、本区においても「世田谷区手話言語条例」を制定するなど、情報保障への機運が高

まっています。これらの動向を踏まえ、視覚・聴覚障害をはじめ、重度の障害がある当事

者の意思表出や意思疎通の支援を一層充実させるとともに、誰にとっても分かりやすい

情報提供を行う等、障害特性に応じた情報バリアフリーを推進します。 

また、ICT やデジタルツールの進化によりコミュニケーションの選択肢が広がる一方

で、機器を利用できない人との情報格差（デジタルデバイド）が課題となっています。誰

もがデジタル技術を活用して自ら情報取得や円滑なコミュニケーションを行えるよう、ス

マートフォン教室や講習会等の機会を拡充し、すべての区民が情報にアクセスできる社

会を目指します 

 

 

●柱４の施策イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策（14）情報取得・発信手段

を確保する 

情報アクセシビリティの向上 

地域 

手話・点字・音声コード・ 

デジタルツールなどアクセ

シビリティに配慮した情報

提供 

世田谷区 
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（14）情報取得・発信手段を確保する －情報格差をなくす－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

162. 手話通訳者・要約筆記者の派遣      〔障害施策推進課〕 

聴覚障害者等の日常生活や公共機関等の手続きにおいて手話通訳が必要な場合

に、区の手話講習会の専門コース修了者等で、区が実施する手話通訳者選考試験に

合格し、区に登録した手話通訳者を派遣して、健聴者との意思疎通を支援します。ま

た、中途失聴者や難聴者で手話による会話が難しい人等に対して、会話の要旨をパソ

コンやメモ等で伝える要約筆記者を派遣し、意思疎通を支援します。 

手話通訳者については、手話という言語と文化を理解したうえで、日本語を話す人

とつなぐ専門職として改めて評価し、令和６年度に報酬額の見直しを行うなど、処遇

改善に取り組んでいきます。 

 

163. 待機手話通訳者の設置       〔障害施策推進課〕 

聴覚障害者等の区役所での手続き等を支援するため、平日窓口開庁時間、本庁舎

に手話通訳者を配置し、意思疎通を支援します。 

また、各総合支所のくみん窓口、保健福祉課、各出張所、各まちづくりセンターの窓

口に配置した二次元コードを来庁者がスマートフォン等で読み込むことで、遠隔の手

話通訳者につなぐシステムを導入し、手話を必要とする方の手続き等を支援します。 

 

164. 中途失聴者・難聴者の手話入門教室の実施    〔障害施策推進課〕 

突発性・老人性難聴や中等度難聴、外傷、事故、ストレス等により、聞こえが不自由

になった人を対象に、手話教室を開催し、コミュニケーション手段の１つとして手話の

習得を支援するとともに、同じ経験を持つ人同士の交流の場を提供し、不安の解消を

図ります。 

「選択」 

を支える 

障害者やその家族が、数あるサービスの中から状況に合った適切

なサービスを選択するためには、当事者が希望する情報を適切に

得られる環境にあることが重要です。そのため、アクセシビリティ

に配慮した情報発信を行うとともに、障害者の情報取得・発信能

力の向上に取組み、コミュニケーション促進や相互理解につなげま

す。 

関連する 

SDGs 
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165. 中等度難聴者への支援の実施      〔障害施策推進課〕 

就学や就労など様々なライフステージにおける円滑なコミュニケーションの確保を

目的として、身体障害者手帳に該当しない中等度難聴者に対する補聴器購入費助成

を行うことにより、「世田谷区障害理解の促進と地域共生社会の実現をめざす条例」

に基づいた障害者等の意思疎通等を促進するために必要な取組みを進めます。 

 

166. 失語症者の意思疎通の支援      〔障害施策推進課〕 

脳卒中の後遺症等により、会話や読み書き、理解等に障害がある失語症の人に対

して、公共施設や病院、余暇活動等の場における意思疎通を支援するため、意思疎通

支援者の派遣を行います。 

支援者の確保に向けて、東京都が実施する失語症者向け意思疎通支援者養成講習

会の修了者に加え、区において養成講座を実施し、修了者の拡大を図ることで、支援

者の確保に取り組みます。 

 

167. 医療的ケアに関する支援情報の提供等       〔障害保健福祉課〕 

世田谷区医療的ケア連絡協議会や家族会等から意見をいただきながら、医療的ケ

アが必要な子どものための情報をまとめたガイドブックに必要な事項を盛り込み、定

期的に更新します。 

 

168. 文書の音声コード添付の促進      〔障害施策推進課〕 

視覚障害者が自ら情報を取得できるよう、区が発行する、チラシ、リーフレット、封

筒や冊子等への音声コードの添付を促進します。所管課へ情報提供や導入支援を行

うなど、利用促進のための取り組みを行います。 
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169. 印刷物の発行に伴う視覚障害者への配慮（デイジー版・点字版等の発行） 

           〔災害対策課、清掃・リサイクル課、区議会事務局、広報広聴課、選挙管理委員会事務局〕 

区のおしらせ「せたがや」声の広報について、再生に専用機器が必要となるデイジ

ー版の配布のほか、専用機器を持たない人へはＣＤ版の配布を行います。また、点字

版についても、引き続き配布を行います。 

選挙の際、視覚障害者が候補者の氏名、経歴、政見等を知ることができるよう、希

望者に対し、音声版、点字版の選挙公報を提供します。 

「せたがや防災」等の防災啓発物や地域防災計画、地区防災計画については、引き

続きテキスト版を作成のうえホームページに掲載するなど、視覚障害者等に防災情報

の周知を図ります。 

区議会の活動をより分かりやすく伝えられるよう、区議会だよりやエフエム放送等

での周知に一層力を入れ、今後も音声版・点字版の区議会だよりを発行します。 

資源やごみの正しい分別方法や排出方法について、分かりやすく記載した「資源と

ごみの分け方・出し方」のデイジー版を作成し、希望者に無料で郵送します。また、各

図書館（中央、経堂、世田谷、代田、尾山台、砧、烏山）や区政情報センター、区政情報

コーナー、あんしんすこやかセンターで貸し出しを行います。 

 

170. 視覚障害者・聴覚障害者に配慮したホームページの運営    〔広報広聴課〕 

障害者差別解消法の対応として取り組んでいる音声読み上げ対応等について、更

に徹底するため、研修等の機会を通じ、全庁に周知し、ウェブアクセシビリティの向上

に取り組みます。 

 

171. 障害者パソコン講習の実施     〔障害者地域生活課〕 

障害者休養ホームひまわり荘において、障害者の趣味や学習機会の提供、情報バリ

アフリーの促進に向けて、パソコンの基礎・応用教室や視覚障害者向けのコースを実

施します。 

 

172. 障害者向け ICT ツール講習会の実施     〔障害施策推進課〕 

視覚障害者に向けたスマートフォン相談会を実施し、円滑な情報収集、意思疎通な

ど情報コミュニケーショの促進、日常生活や社会生活の充実、デジタルデバイドの解

消に取り組みます。 
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５．成果目標等  

 

（１）国が示す「障害福祉サービス等の基本的な指針」 

 

 第８期障害福祉計画及び第４期障害児福祉計画の策定にあたり、国から障害福祉サ

ービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針（以下

「障害福祉サービス等の基本的な指針」という。）において示された、障害福祉サービ

ス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標（以下「障害福祉サービス

等の成果目標」という。）の概要は次の表のとおりです。 

 障害福祉サービス等の成果目標では、都道府県が取り組むもの、区市町村が取り組

むものがそれぞれ示されています。その達成に向けては、当事者を中心として、都と

区、事業者、関係機関、障害者団体等が協力・連携しながら一つ一つ進めていきます。 

 

◆障害福祉サービス等の成果目標（令和 11 年度末における目標） 

（都道府県における成果目標含む） 

①施設入所者の地域生活への移行 

・地域移行者数：令和７年度末施設入所者数の６％以上 

・施設入所者数：令和７年度末の５％以上削減 

②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

・精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数：319.3 日以上 

・精神病床における１年以上入院患者数 

・精神病床への 30 日以上の再入院率：退院後 90 日時点 10.3%以下、退院後 180 日時

点 17.4%以下、退院後 365 日時点 25.7%以下【新規】 

・心のサポーター数：令和 15 年度末までに 100 万人以上【新規】 

・K６により住民のこころの状態を把握【新規】 

③福祉施設から一般就労への移行等 

・一般就労への移行者数：令和６年度実績の 1.31 倍以上 

・就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業

所：就労移行支援事業所の５割以上 

・就労定着支援事業の利用者数：令和６年度末実績の 1.47 倍以上 

・就労定着支援事業利用終了後一定期間の就労定着率が７割以上となる就労定着支援事

業所の割合：２割５分以上 

・協議会設置圏域ごとに就労選択支援事業所を設置。令和 11 年度の就労選択支援利用者

を 82,000 人以上【新規】 

・各都道府県は地域の就労支援ネットワークの強化、関係機関の連携した支援体制を構築

するため、協議会を活用して推進 

④障害児支援の提供体制の整備等 

・４つの中核機能を確保：各市町村又は圏域、インクルージョン推進のための協議の場の設

置：各都道府県・各市町村又は圏域【新規】 

・難聴児支援を総合的に推進するための計画の策定：各都道府県、難聴児支援の中核的機

能を果たす体制及び新生児聴覚検査から療育等につなげる連携体制の構築：各都道府県

（必要に応じて政令市） 
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・主として重症心身障害児を支援する事業所又は重症心身障害児を受け入れる体制を整

備した事業所の確保：各市町村又は圏域 

・医療的ケア児等支援に関する協議の場・コーディネーターの配置：各都道府県・各市町村

又は圏域（都道府県の協議の場には医療的ケア児支援センターが参画） 

・障害児入所施設からの移行調整の協議の場の設置：各都道府県・政令市 

・障害児等への伴走的な相談支援体制の構築及び連携体制の確保：各市町村又は圏域【新

規】 

・強度行動障害の状態にある児に関する支援ニーズを把握及び支援体制の整備:各都道府

県（必要に応じて政令市）【新規】 

⑤地域生活支援の充実 

・各市町村において地域生活支援拠点等を整備するとともに、コーディネーターの配置な

どによる効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進め、また、年１回以上、支援

の実績等を踏まえ運用状況の検証・検討を行うこと 

・強度行動障害の状態にある者に関し、各市町村又は圏域において支援ニーズを把握し、

支援体制の整備を進めること 

⑥相談支援体制の充実・強化等 

・各市町村において、基幹相談支援センターを設置等 

・協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等 

・相談支援体制の地域診断を行った上で体制の強化を図ることにより、令和 11 年度末ま

でに、のぞまないセルフプランの件数をゼロとする【新規】 

⑦障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充実のための生産性向上 

・人材確保や生産性向上に関するワンストップ窓口の設置【新規】 

・生産性向上等に向けた関係者の連携を図る協議会の設置【新規】 

・都道府県における相談支援専門員研修等の実施 

⑧障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

・各都道府県及び各市町村において、サービスの質向上のための体制を構築 

・各都道府県等の障害福祉サービス等情報公表制度における管内事業所の公表率及び更

新率（毎年度１回）を 100%とする【新規】 
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（２）区が定める成果目標等 

国が示す「障害福祉サービス等の基本的な指針」を踏まえ、世田谷区としての成果

目標・活動指標を定めます。 

 

① 障害福祉サービス等の成果目標 

（今後掲載予定） 

 

② 障害福祉サービス等の計画兼成果目標達成のための活動指標 

（今後掲載予定） 
 

③ 地域生活支援事業の計画 

（今後掲載予定） 
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第５章 計画の推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

第５章では、計画の推進体制や進行管理につ

いて定めます。 
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１．計画の推進体制 
 

本計画は、当事者を中心として、区、事業者、関係機関、障害者団体等が協力・連携し

て推進します。 
 

（１）事業者や関係機関による協議会等 
 

世田谷区地域保健福祉推進条例に基づく区長の附属機関である、「世田谷区地域保

健福祉審議会」、「世田谷区保健福祉サービス苦情審査会」及び「世田谷区保健福祉サ

ービス向上委員会」における調査審議、施策の評価・点検の結果等について、施策の検

討や見直し等に反映させていきます。 

また、障害者施策に関する専門的な事項については、地域保健福祉審議会の常設の

部会である「世田谷区障害者施策推進協議会」において調査審議を行います。 

障害者総合支援法に基づき設置する「世田谷区自立支援協議会」では、障害者の自

立を支援するための地域のネットワークづくりや生活支援サービスの検討など、地域に

おける支援体制の整備に向けて協議を行います。 
 

機関・協議会 役割等 

世田谷区 

地域保健福祉審議会 

区長の附属機関で学識経験者、福祉、医療関係者、区民等の委員

で構成され、区の地域保健福祉に係る施策を総合的かつ計画的に

推進するうえで必要な事項について調査審議を行います。 

世田谷区 

保健福祉サービス苦情 

審査会 

区長の附属機関で、保健、医療、福祉、法律等の分野の委員で構成

され、保健福祉サービス等に対する区民からの苦情について、中

立公正な立場で審査を行います。 

世田谷区 

保健福祉サービス向上 

委員会 

区長の附属機関で、保健、医療、福祉、法律等の分野の委員で構成

され、外部の評価機関が実施する第三者評価等のサービス評価の

結果等に基づき、区や事業者が提供する保健福祉サービス等の向

上に向けた取組みなどについて審議を行います。 

世田谷区 

障害者施策推進協議会 

地域保健福祉審議会の常設の部会で、学識経験者、福祉、医療関

係者、区民等の委員で構成され、障害者施策に関する専門的事項

について調査審議を行います。 

世田谷区 

自立支援協議会 

障害者総合支援法に基づく協議会で、学識経験者、事業者や関係

機関、団体の代表、保健、医療、法律の分野の委員、障害者または

家族で構成され、地域のネットワークづくりや課題整理、社会資源

の開発等について協議を行います。また、「虐待防止・差別解消・権

利擁護部会」、「地域移行部会」、「子ども部会」の３部会が設置され

ています。 
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（２）区の組織等 

 

区は、地域で暮らす当事者の生活を支えるセーフティネットの構築と権利擁護を担

いながら、施策を計画的に推進します。各施策の担当課や５地域の保健福祉センターは、

個々の施策の推進にあたり、事業者や関係機関などと協力・連携します。 

また、区の地域行政制度における２８地区では、地域障害者相談支援センター“ぽー

と”が、地域包括ケアの地区展開の取組みと連携して包括的な相談支援を行います。 

 

 

●世田谷区の３層構造と支援体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【全区】 

【地域】 

【地区】 

全庁組織 

基幹相談支援
センター 

・相談支援機関の

支援 

・５地域 

世田谷 北沢 玉川 砧 烏山 

総合支所・保健福祉センター 

地域障害者相談支援センター“ぽーと” 

・28 地区 

・福祉の相談窓口〔まちづくりセンター、あんしんすこやかセンター（地域
包括支援センター）、地区社会福祉協議会事務局〕 
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２．計画の進行管理 

 

計画の進行管理は、障害当事者や協議会等から意見をいただきながら、次のとおり行

います。 

 

（１）施策の評価・検証 

 

「世田谷区障害理解の促進と地域共生社会の実現をめざす条例」及び「世田谷区手

話言語条例」に基づく施策や障害福祉サービス等の運営について、実施状況の把握と

ともに実施状況の評価・検証を行い、「世田谷区地域保健福祉審議会」や審議会の常設

の部会である「世田谷区障害者施策推進協議会」等に定期的に報告するというマネジ

メントサイクルの視点をもって計画の進行管理を行います。 

なお、区の実施計画事業の進捗管理や評価等と整合を図ります。 

 

（２）評価・点検の視点 

 

施策の評価・検証にあたっては、次の視点で行います。 

 

➢ 年次の目標数値を定めている施策は、目標数値と実績数値の差や達成割合等に

より、評価・検証を行います。 

➢ 計画期間の 3 年間で目標数値を定めている施策は、目標達成に向けた進捗状況

や達成割合等により、評価・検証を行います。 

➢ 障害福祉サービス事業等については、年次における月平均サービス量の計画と

サービス量の供給実績の差や達成割合等により、評価・検証を行います。 

➢ 目標数値を定めていない施策は、実施状況等により、評価・検証を行います。 

➢ 施策が、各法令や世田谷区地域保健福祉推進条例で規定する基本方針に基づい

ているか等を確認・点検し、必要に応じて施策の在り方の見直し等を行います。 

 

（３）評価・検証の結果等の公表 

 
施策の実施状況や評価・検証の結果等は、区のホームページ等で定期的に公表しま

す。 
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第６章 計画策定の経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（今後掲載予定） 

 

 

  

第６章では、計画策定に向けた世田谷区地域

保健福祉審議会及び審議会の常設の部会である

世田谷区障害者施策推進協議会における審議の

経過等を掲載します。 
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１．審議の経過及び検討体制等 

 

（１）障害者児実態調査の実施 

 

（２）審議の経過等 

 

（３）シンポジウム及びパブリックコメントの実施結果 

 

（４）世田谷区自立支援協議会からの意見 

 

（５）世田谷区地域保健福祉審議会 委員名簿 
 

（６）世田谷区障害者施策推進協議会 委員名簿 
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第７章 その他方針等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（今後掲載予定） 

 

 

  

（第７章では、その他方針等として高次脳に関

する考え方、障害者施設整備等に係る基本方針

等を記載する予定） 
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第８章 資料編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（今後掲載予定） 

 

 
  

第８章では、計画の基礎資料として、障害者

数の推移や施策の利用者の状況、障害福祉サー

ビス等の利用状況、用語解説等を掲載します。 
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１．統計資料 
 

 

２．用語解説等 

 

（１）用語解説（五十音順） 

 

（２）障害福祉サービス等 
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